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第 3 章 プロジェクトの概要 
 

 上位目標とプロジェクト目標 

上位目標：「ベ」国及び地域経済が強化される。 
プロジェクト目標： 
アビジャン・ラゴス回廊上に位置するベドコ交差点において、国際道路 1 号線からアーバン道路

に向かう立体交差建設、及び平面交差部改良、並びに周辺交差点の信号制御を改善することによ

り、同交差点の交通混雑の改善を図り、もってコトヌ市、及び「ベ」国内並びに西アフリカにお

ける物流改善及び成長産業の強化等経済構造改革に寄与する。 

 プロジェクトの概要 

本プロジェクトは上記目標を達成するため、無償資金協力により既存ラウンドアバウト形式の

平面交差点に 2 車線の高架橋を建設するとともに平面交差部を信号交差点に改良する事業である。 

 

 設計方針

 基本方針 

プロジェクトの背景、対象地域周辺の状況並びにプロジェクトの妥当性・必要性を踏まえ、本

プロジェクトで整備する橋梁及び道路、交差点の基本方針を以下に列挙する。 
 国際幹線道路としての安全性、快適な走行性を確保する。 
 円滑に安定した人員、物資の輸送を確保する。 
 周辺の道路、交差点も含め、主要幹線道路全体として整合がとれた計画とする。 
 交通量及び特性（大型車、小型車、バイク、バス、歩行者等）、将来交通需要予測について

検討し、設計に反映する。 
 確保された道路占用地（ROW）を最大限活用するとともに、沿道に占める商店等の建物、

商業活動に対する環境社会配慮上の影響を可能な限り低減する。 
 沿道と良好な接続性を確保する。 
 交通安全を考慮した計画を検討する。 
 ユーティリティーの移設や事業後のメンテナンスも考慮し、調和の取れた計画とする。 
 必要な機能、及び耐久性を確保した上でプロジェクトコストの縮減を図る。 
 橋梁形式については、経済性・施工性・工期・維持管理性の妥当性のみでなく、「べ」国政

府が望む景観性・技術の汎用性も考慮して決定する。 
 既存の交通や安全に配慮した施工計画とする。 

 自然環境条件に対する方針 

調査対象地域は沿岸部の低湿地であり、標高は 2～4m 程度と低い。地質は比較的新しい年代（完

新世以降）の堆積岩で、表層は粘性土と砂が相互に堆積している。平均気温は約 27℃と一年を通

じて温暖で、年に 2 度の雨季（大雨期：5～7 月、小雨期：10～11 月）と乾期があり、年間平均降

雨量は 1,300mm 程度である。対象交差点付近は現況の道路排水機能が不十分であり、降雨後に道

路が冠水し、通行を阻害するとともに舗装の劣化を加速している。 
上記を踏まえ、主に以下の点に留意する。 
 測量結果、降雨条件、現況の排水系統、地下水位、潮位等を考慮し、適切な排水計画を立案

する。 
 地盤調査結果に基づき、適切な支持層を推定し橋梁基礎の計画を行う。 
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 社会経済条件に対する方針 

対象交差点は西アフリカ地域の主要路線上に位置し、交通量が多い。周辺沿道には、家屋や商

店、市場、教会等が立ち並んでおり、道路と生活環境が隣接している。また、近隣にライフライ

ンの拠点である電気と水道の供給施設があり、地下埋設管や架空線が密集している。 
上記を踏まえ、主に以下の点に留意する。 
 交通量調査結果と将来交通需要予測を基本として、改良効果を最大限に発揮でき、かつ土

地収用や非自発的住民移転を最小化する道路・交差点計画とする。 
 将来交通需要予測と軸重調査結果、特に大型車の混入状況を考慮し舗装設計を行う。 
 地下埋設物の試掘結果や架空線の状況を十分に配慮する。 
 交通安全に配慮し、各種安全施設（横断歩道、標識等）の計画を行う。 
 現状の交通及び沿道の状況に十分配慮し、車両通行や住民の安全性、経済活動に支障を与

えない施工計画を立案する。 

 建設事情/調達事業（若しくは業界の特殊事情/商習慣）に対する方針 

 建設事情に対する方針 

「ベ」国では、工事に伴う道路使用許可等は事業主が全ての責任と権限を有しており、特別な

手続きは必要としない。設計施工に係る関連法規や基準、規格等は整備中であり、慣例的にフラ

ンス法規（NF）に準拠している場合が多いが、明確に規定されていないことがほとんどである。 
特筆すべきものとしては、法令にて公共建築物に関して 10 年瑕疵保険への加入が義務付けられ

ている点が挙げられる。 
上記を踏まえ、主に以下の点に留意する。 
 「ベ」国に関連法規や規則がある場合にはその内容を尊重しつつ、日本基準や国際基準等

を参照し、各種設計を行う。 
 10 年瑕疵保険について情報収集を行った結果を反映し、円滑に事業が実施できる体制を提

案する。 

 調達事情に対する方針 

本事業で使用する主要な建設資材である骨材、瀝青材、セメント等は「ベ」国にて一般に流通

している。鉄筋については大規模工事の場合は海外から輸入している場合が多く、PC 鋼材をはじ

めとする橋梁用資材については海外輸入である。機材については、基本的な道路用建設機械は大

手の建設業者がほとんどの機種を保有しているが、橋梁建設用機材は現地での調達が困難である

ため、海外から調達する必要がある。 
上記を踏まえ、主に以下の点に留意する。 
 「ベ」国で調達可能なものは、できる限り現地生産品を活用する。 
 現地で適切な資機材の調達が困難なものは、日本から調達することを基本とする。 

 現地業者（建設会社、コンサルタント）の活用に係る方針 

「ベ」国の建設業者は、生活環境・持続開発省（MCVDD）の技能促進部（DPM）に建設業登録

を行った上で業務を実施している。建設業者は 6 段階にカテゴリー分けされ、カテゴリー別に応

札できる金額の上限が設けられている。カテゴリー1、2 に登録されており、道路、橋梁、貯水施

設の土木関連工事の受注経験のある複数の外国籍（主にフランス）業者及び現地業者に聞き取り

や工事現場の視察を行い、工事実績、機材の保有状況、現場状況などから各建設業者の技能労務

者の実務技量は比較的高く、本建設工事においても十分に対応可能と判断する。 
上記を踏まえ、主に以下の点に留意する。 
 本無償資金協力工事では、日本企業の下請けとして現地業者の積極的な活用を図る。ただ

し、活用に際しては、工事進捗に問題が無いよう会社内容（特に技術面、資金面）や他業務

の受注状況を十分に把握する必要がある。 
 特に、橋梁工事は経験のある会社が少ないため、技術能力に十分配慮して業者を選定する

とともに、橋梁世話役や特殊技能工は日本人技師術者を現地に派遣して施工を行う。 
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 日本企業活用に係る方針 

「ベ」国において運輸交通セクターの無償資金協力業務は実施されていない。また、当国はフ

ランス領時代の影響が強く残っており、フランス語やフランス法規（NF）、10 年瑕疵保険等、日

本企業には比較的馴染みの薄い文化圏である。 
上記を踏まえ、主に以下の点に留意する。 
 設計においては、日本企業の対応が容易な基準（主に日本基準）の採用を検討する。 
 コミュニケーション上の問題を軽減するため、適当な通訳を配置する。 
 10 年瑕疵保険に対応できる体制を提案する。 

 運営・維持管理に対する対応方針 

本計画の責任官庁であるインフラ運輸省は日本の無償資金業務の経験は無いものの、コトヌ市

内の高架橋整備をはじめとする他ドナーによる道路・橋梁案件の実施監理経験を有している。ま

た、道路基金を原資に道路・橋梁点検も毎年実施されており、予算、組織体制、人員、技術レベル

ともに基盤は整っている。ただし、現状、対象交差点では信号機が稼働していない、側溝が詰ま

っている、ポットホールがある等の課題も散見される。 
上記を踏まえ、主に以下の点に留意する。 
 適切な維持管理内容と予算案を提案する。 

 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

本計画における施設、機材等のグレード設定に係る主要方針は以下のとおりである。 
 調査対象道路の道路等級に応じた幅員構成及び設計条件を設定する。 
 本邦請負業者の技術者の指導・管理の下において、基本的に「ベ」国の技術者や作業員で

施工可能な工法や仕様を採用する。 
 計画にあたっては現地にて維持管理が容易な構造、かつできる限り現地調達可能な資機材

を選定する。 

 工法／調達方法、工期に係る方針 

本計画における工法/調達方法、工期に係る主要方針は以下のとおりである。 
 周辺への影響を考慮して既存の交差点を運用しながら施工可能な工種を選定することを基

本とし、安全性に配慮しつつできる限り交通を阻害しない施工計画を策定する。 
 より早期に効果発現が可能な工法や編成数を検討し、効率的な事業実施スケジュールを立

案する。 

 施工監理に係る方針 

本計画における施工監理に係る主要方針は以下のとおりである。 
 円滑な事業実施のため、地下埋設物の移設に関して、支援技術者を配置して進捗や移設状

況を確認する。 
 各種専門工種の施工時期には日本人技術者のスポット投入及び施工監理技術者（現地傭人）

の配置を組み合わせることで、適切な品質管理を実施するとともに、現地技術者への技術

移転を図る。 

 安全対策に係る方針 

「ベ」国の治安は他のアフリカ諸国と比べ全体的に安定しているといわれており、調査対象地

域おいて治安脅威として特筆すべき点は無いが、工事中の完全対策として、以下の配慮を行う。 
 上部工の施工期間中は本邦請負業者に専任の安全管理技術者を配置する。 
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 全体計画 

 将来交通需要予測のレビュー 

将来交通量需要予測の結果では、2035 年時の朝ピークの交通量は 2,300PCU/時（Case1-a）であ

り、2,000PCU/時を超過している。これは、仮に高架橋を東西方向に片道 1 車線で整備した場合、

交通需要が高架橋の道路容量を超過し渋滞が発生してしまうことを意味する。 
一方、2045 年時の朝ピークは 3,000PCU/時、夕ピークは 2,500PCU/時となっている。これは高架

橋の車線数としては片側 2 車線が必要十分であることを示している。長期的な視点で見ると、本

プロジェクト以外の道路状況改善策も実施されるべきであり、将来の状況としては Case2-a では

なく、Case2-c や Case2-d に近い可能性がある。その場合においても、交通量は 2,000PCU/時を超

過しており、片側 2 車線で整備することが望ましいと考えられる。 

表 3.1 ベドコ交差点の高架橋のピーク時の流入交通量の将来推定結果 

（単位：PCU/時（ピーク）、（ ）内は Case0 に対する倍率） 

ケース 現況 
a 

（ｾﾞﾛ・ｵﾌﾟｼｮﾝ） 
b c d 

検討内容 

交通量配分の

現況再現性の

確認 

現況道路ネット

下、かつ公共交通

転換がない場合

の交通状況の検

討 

公共交通への

転換が促進し

た場合の交通

状況検討 

道路ネットワ

ーク完成の場

合の交通状況

の検討 

道路ネットワー

ク完成かつ公共

交通への転換が

促進した場合の

交通状況検討 

条

件 

北部バイパス 無し 無し 無し 有り 有り 

漁業通り（フェーズ 1） 無し 有り 

漁業通り（フェーズ 2） 無し 無し 無し 有り 有り 

公共交通への転換 無し 無し 有り 無し 有り 

備考   
改良方針の意思

決定に活用 
参考の位置付

け 
参考の位置付

け 
参考の位置付け 

Case0 

（2019 年/

現況） 

西→東 

（朝ﾋﾟｰｸ） 
1,930 （1.0） 

    
東→西 

（夕ﾋﾟｰｸ） 
1,125 （1.0） 

Case1 

（2035 年/ 

10 年後） 

西→東 

（朝ﾋﾟｰｸ） 
 

2,300（1.2） 2,500（1.3） 1,600（0.8） 1,800（0.9） 

東→西 

（夕ﾋﾟｰｸ） 
1,800（1.6） 1,900（1.7） 1,200（1.1） 1,600（1.4） 

Case2 

（2045 年/ 

20 年後） 

西→東 

（朝ﾋﾟｰｸ） 
 

3,000（1.6） 3,200（1.6） 2,200（1.1） 2,300（1.2） 

東→西 

（夕ﾋﾟｰｸ） 
2,500（2.2） 2,400（2.2） 1,700（1.5） 1,700（1.5） 

注：赤字は飽和交通量 2,000PCU/時以上のケースを示す。2,000PCU/時を閾値とした根拠は、（公社）日本道路協  

会「道路の交通容量」より、基本交通容量 2,500PCU/時（往復 2 車線）に対して、駐停車の影響を考慮した市街化

地域の補正割合 0.8 を用い、2,500PCU/時×0.8＝2,000PCU/時により算出した。 
出典：JICA 調査団 

 完成 4車線の計画 

当初、本プロジェクトにおける「べ」国政府の要請内容は、完成 2 車線高架橋の建設であった

が、第一次現地調査の「べ」国政府との協議において、「べ」国政府の要請により完成 4 車線高

架橋の建設となった。 
一方、上述した将来交通量需要予測結果から、将来的には片側 2 車線（完成 4 車線）の高架橋

が必要であること、また道路・橋梁計画の検討を進めていく中で、完成 4 車線化を行う場合に施

工性と施工中の交通渋滞状況等の理由から、フェーズ分けによる分離施工が有利であることが確

認された。次表に、完成 4 車線高架橋の一括施工と分離施工の比較を示す。 
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表 3.2 完成 4車線高架橋の一括施工と分離施工の比較 

 一括施工 分離施工 

概略図 

 

 

 

 

概要 

・完成 4 車線高架橋＋平面交差改良（一括施工） 
・高架橋の通過は四輪車のみ 

・完成 4 車線高架橋＋平面交差改良（フェーズ

分けして上下線分離施工） 
・架設の順序：フェーズ 1 は南側を建設 
・高架橋の通過は四輪車のみ 

施工性 施工に伴う車両交通への影響が大きい 施工に伴う車両交通への影響が少ない 

効果発現 交通緩和の効果発現が遅い 交通緩和の効果発現が早い 

維持管理性 維持補修時の交通への影響が大 維持補修時の交通への影響が少 

評価  ○ 

出典：JICA 調査団 

以上により、本調査では将来的な完成 4 車線化を見据えてプロジェクトのフェーズ分けを行い、

フェーズ 1 を西→東方向の片側 2 車線の高架橋建設、フェーズ 2 を東→西方向の片側 2 車線の高

架橋建設として計画し、本プロジェクトではフェーズ 1 を実施するものとした。同方針は、第二

次現地調査において、「ベ」国政府と協議議事録（M/D）にて合意している。 

 暫定 2車線の計画 

交通量解析によりフェーズ 1 の工事中、及びフェーズ 2 工事開始までの運用期間中の交通状況

を検討した結果、フェーズ 2 で改良する東→西方向の平面部に、既存の 2 車線道路の運用を継続

した場合、夕ピーク時において渋滞発生が予測される。フェーズ 1 の工事中、及び運用時の東→

西の平面部の渋滞長の比較を次表に示す。 

表 3.3 東→西の平面部の渋滞長比較（フェーズ 1の工事中及び運用時） 

 東→西の平面部が 2 車線の場合 東→西の平面部が 3 車線の場合 

概略図 

 

 

 

 

渋滞長 

 

 

 

 

注：西→東方向（朝ピーク時）は、工事期間中は約 4km の渋滞が予測される（フェーズ 1 運用後は渋滞なし）。 
出典：JICA 調査団 

したがって、円滑で安全な交通運用を考慮し、フェーズ 1 の施工中、及びフェーズ 2 の工事開

始までの期間、東→西方向の平面部は、フェーズ 2 側の 1 車線を利用した 3 車線化の方針とする。 

  

南側 北側 南側 北側 フェーズ 1 フェーズ 2 

南側 北側 南側 北側 フェーズ 1 フェーズ 2 フェーズ 1 フェーズ 2 

西→東（朝ピーク）:約 4km 
※工事期間中のみ 

西→東（朝ピーク）:約 4km 

※工事期間中のみ 

東→西（夕ピーク）: 
東と南方向に約 3km 

東→西（夕ピーク）: 
渋滞なし 
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 インターチェンジ化の検討 

4 車線高架橋建設後も平面交差部に多くの交通量が残ることを懸念し、「ベ」国政府より本格的

なインターチェンジ化（複数方向のランプ整備（フェーズ 3））の検討要望が出された。要望を受

け、特に交通量が多く残る南→西方向専用ランプの建設の必要性と実現可能性について検討を行

った。同方針は、第二次現地調査において「ベ」国政府と協議議事録（M/D）にて合意している。 
複数の形式案の検討を行い、より実現可能性が高いと考えられる案を想定して、費用便益分析

を実施した。その結果、経済的内部収益率（EIRR）は 2029 年で 6.9%、2035 年で 10.0%、2045 年

で 14.0%となった。検討結果を踏まえ、以下を提言する。 
 EIRR の評価としても、喫緊に必要なプロジェクトではないため、事業実施時期を適切に見

極める必要がある。 
 フェーズ 3 の検討にあたっては、現況道路網のもと、かつ公共交通転換がない場合の交通

状況（Case2-a：想定される検討ケースの最大交通量）を想定しているので、実施されるバ

イパス整備や公共交通への転換など各施策の実施動向に注視し、今後の必要性、最適な形

状、実施時期の状況を反映する必要がある。 
 フェーズ 3 の実施にあたっては、大規模な用地取得、施設の補償が生じることとなる。そ

のため、事業実施の際には、施設状況、地下埋設物を詳細に確認の上、移設計画、移設費用

の算定を行い、最適な形状を決定する必要がある。 
詳細に関しては、「追加ランプ（フェーズ 3）のプレ F/S レベルの検討書」に記載している。 

 事業範囲 

本プロジェクトの事業範囲の概要を以下に示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.1 事業範囲の概略 

 設計基準 

 適用基準 

本計画では、「ベ」国政府と協議により、基本的に日本の諸基準を使用する方針とする。 
 道路幾何構造設計：道路構造令（平成 27 年度版） 
 橋梁設計：道路橋示方書（平成 24 年度版（英語版あり）） 
 排水設計：道路土工 排水工指針（平成 19 年度版） 
 舗装設計：AASHTO Guide for Design of Pavement Structures 1993（以下、AASHTO 1993） 

なお、上記基準に記載のない事項については、適宜日本基準、AASHTO、フランス基準等を比

較・検討の上適用する。 

 設計条件 

現地調査にて「ベ」国側と合意した、本プロジェクトの道路、橋梁、排水、舗装設計に適用する

主要な設計基準は次表のとおりである。  

従道路（北（A））:L=97.2m 

従道路（北（B））:L=125.12m 

市場 
水道公社（SONEB） 

ベナン電力共同体（CEB） 

教会 

湿地 

トヨタ 
（CFAO） 

家屋・商店 

家屋・商店 

家屋・商店 
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表 3.4 主要な設計基準 

出典：JICA 調査団 

項目 単位 計画内容 

道 路 

設計速度 km/h 60（一部、40、30） 

平面線形 
最少曲率半径 m ∞ 

最小緩和曲線長 m - 

縦断線形 

最急縦断勾配 % 5.0 

最小縦断曲線半径 凸型 m 1,500 

最小縦断曲線半径 凹型 m 1,000 

視距 制動停止視距 m 70 

片勾配 最大片勾配 % 2.5 

標
準
断
面

本
線

 

設計速度 km/h 60 

横断構成 

車線幅員 m 3.25 

右側路肩 m 0.5 

左側路肩 m 0.5 

分離帯 m 可変（位置による） 

標準横断勾配 % 2.5 

建築限界 m 4.7 

標
準
断
面

連
結
側
道

 

設計速度 km/h 40 

横断構成 

車線幅員 m 3.25 

右側路肩 m 0.5 

左側路肩 m 0.5 

分離帯 m - 

歩道幅 m 可変（位置による） 

標準横断勾配 % 2.5 

建築限界 m 4.7 

従
道
路

南

 

標
準
断
面 

設計速度 km/h 60 

横断構成 

車線幅員 m 3.25 

右側路肩 m 0.5 

左側路肩 m 0.5 

分離帯 m 1.0 

歩道幅 m 2.5 

標準横断勾配 % 2.5 

建築限界 m 4.7 

従
道
路

北

 

標
準
断
面 

設計速度 km/h 30 

横断構成 

車線幅員 m 3.25 

右側路肩 m 0.5 

左側路肩 m 0.5 

分離帯 m - 

歩道幅 m 3.0 

標準横断勾配 % 2.5 

建築限界 m 4.7 

橋 梁 

桁架設時の建築限界 m 3.8 

排 水 

降雨確率年 - 10 年 

舗 装 

舗装設計期間 - 20 年 

舗装構造 

車道（本線） - アスファルトコンクリート舗装 

車道（連結側道） - アスファルトコンクリート舗装 

車道（従道路（南）） - アスファルトコンクリート舗装 

車道（従道路（北））国管理範囲 - アスファルトコンクリート舗装 

車道（従道路（北））市管理範囲 - 
インターロッキングブロック舗装 

*工事影響の必要に応じて現況復旧 

歩道 - インターロッキングブロック舗装 
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 CIM の活用 

本調査では業務における課題解決や業務効率化を図るため、CIM を活用するとともに、今後の

海外インフラ整備事業への CIM 導入の可能性について検討した。 

 実施項目 

本プロジェクトでは、CIM モデルの活用において、以下①～④の項目を実施した。 

表 3.5 CIM の活用検討に向けた実施項目 

項目 内容 

① 計画立案 CIM モデル作成計画を立案した。 

② CIM モデルの作成 CIM モデルの活用目的を踏まえ、地形等は詳細度 200、また、構造物は概略設計

であることから詳細度 300 を基本とした。 

③ CIM モデルの活用における効

果検証と課題整理 
A）CIM モデルを用いた支障物件の視覚的検証による照査の効率化［設計照査］ 
・橋梁 3 次元モデルと地下埋設物の干渉確認 
・交差点計画における建築限界の確認 
B）CIM モデルを用いた関係者説明による合意形成の円滑化［合意形成］ 
C）施工手順を可視化した 4D－CIM モデルによる施工計画・施工条件の確認［施

工検討］ 

④ 報告書作成・CIM モデルの納品 報告書の作成及び CIM モデルの納品を行った。 

出典：JICA 調査団 
 

 CIM 活用概要と課題・問題点 

CIM の活用概要と課題・問題点を以下にまとめる。 

表 3.6 CIM の活用概要と課題・問題点 

出典：JICA 調査団 

項目 概要と課題・問題点 

CIM モデルの
作成 

【概要】 
関係機関協議において交差点改良計画を示すことを目的に、交差点や橋梁及び埋設物の CIM モデルを
作成し、プレゼン資料に反映した。CIM モデル作成範囲と詳細度は表 3.7 に示す。 
【課題・問題点】 
・コンセプト変更に対する CIM モデルの変更対応： 
 第二次現地調査前において、コンセプト変更（4 車一括⇒2 車分離、3 径間⇒5 径間）により、急遽

CIM モデルの変更対応を行った。CIM モデルは、詳細に作成するほど変更時の対応作業量が多くな
ることから、事業イメージの共有段階においては、より少ない手間で変更対応が可能となるよう
CIM モデルの詳細度を極力抑える（200 程度）ことが望ましい。また、概略レベルのモデルには、
簡易に作成できるソフト（SketchUp など）を使用するなどの工夫も考えられる。 

・CIM モデル作成のための各種データの受け渡し・管理方法： 
CIM モデル作成では、必要となる全体一般図や構造図、線形図等の各種図面類を、調査団の各担当
者よりメール添付やファイル転送便等により授受したため、各図面のデータ管理が煩雑となった。
海外インフラ整備のプロジェクトは関係する担当者数やその変更が多いため、情報共有システム等
を活用し、組織や拠点間での情報共有や引継ぎを効率的に行うことが必須になると考えられる。 

CIM モデルの
活用 

【概要】 
A）［設計照査］として、ベドコ交差点の建築限界 4.7ｍ及び地下埋設物の干渉状況の確認 
B）［合意形成］として、関係機関協議における事業概要イメージの提示 
C）［設計検討］として、施工計画に基づく 3D-CIM を用いて関係者間で施工計画の妥当性の確認 
【課題・問題点】 
・事業関係者による CIM モデルの活用： 

関係機関協議では、調査団が CIM モデルを操作し事業説明を行った。今後、事業マネジメントを実
施する先方政府が CIM によるメリットを得るためには、関係協議の場で先方政府自らが CIM モデ
ルを操作・活用する事が望ましい。そのため、先方政府へ CIM モデルデータとビューワソフトを提
供し、ビューワソフトの操作説明等の支援も有益と考える。 

・完成予想図（パース）や広報動画への CIM モデルの活用： 
CIM で対象構造物を 3 次元化しているため、現地の背景写真と合成するだけで比較的簡単に完成予
想図を作成することができた。また、動画作成機能を有する CIM ソフトもあることから、簡易な広
報動画であれば専用ソフトが無くても動画作成が可能である。ただし、パースや広報動画に CIM モ
デルを活用する際には完成イメージのリアリティを確保するため、詳細度 300 以上が必要である。 
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表 3.7 CIM モデル作成範囲と詳細度 

構成要素 CIM モデルの構成内容 詳細度 

地形 
狭域）航空写真（UAV）と実測量による狭域地形 
広域）衛星写真を基に作成（1:25,000〜1:50,000 相当） 

200 

構造物 
新設）コトヌ⾼架橋：上部⼯、下部⼯、基礎⼯、付属物 
既設）現道、地中送電線、上下⽔道 

200（第 2 次現地調査） 
300（第 3 次現地調査） 

地質 ボーリング柱状図（4 カ所） － 

構造物（広域） 1:25,000〜1:50,000 相当 100 

出典：JICA 調査団 

表 3.8 CIM モデル作成状況 

  
橋梁（西側：A1 橋台） 橋梁（交差点：P3、P4 橋脚） 

  
交差点全景 建築限界 

出典：JICA 調査団 
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 交差点計画 

 基本方針 

高架橋建設後も多くの交通が交差点を通過することから、交差点形式を変則的なラウンドアバ

ウト交差点から信号十字交差点への改良を行う。その際、現況の交差点用地を有効に活用しつつ、

補償家屋等を最小化する配慮をするとともに、交通安全性にも留意する。 

 交差点需要計算 

 解析手法 

ベドコ交差点へ流入する交通量をもとに交差点の需要率を算定し、必要車線数、信号現示率等

を検討する。交差点の需要率は、以下の式に示すように、各信号現示の需要率の最大値を合計し

たものであり、解析手法については、「（改定）平面交差の計画と設計 基礎編 応用編」（2004
年：交通工学研究会）を参考とする。 

交差点需要率        𝜆 = ∑ 𝜌 ∗ 

第 i 現示の需要率       𝜌 ∗= max 𝜌  

流入部 j の需要率       𝜌 =  

流入部 j の設計交通量   𝑆 =  𝑆𝐵 × 𝛼 × 𝛼 × 𝛼 × 𝛼 × 𝛼  

ここで、Qj：流入部 j の設計交通量（台/1 時間）、Sj：流入部 j の設計交通量（台/青 1 時間） 

      SB：信号交差点の飽和交通流率の基本値（台/青 1 時間）、W：車線幅員による補正値（‐）、 

G：縦断勾配による補正値（‐）、T：大型車混入による補正値（‐）、 

RT：右折車混入による補正値（‐）、LT：左折車混入による補正値（‐） 

具体的には、現況の用地幅を考慮しながら各流入部の横断面構成を図 2.5 のとおり仮定し、上

記需要率が、1.0 以下となるように、交差点の必要車線数を計画する。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.2 交差点検討平面図 

 解析ケース 

交差点の需要率計算に用いる交差点への流入交通量については、実測交通量の他、1—5—2 に示

す将来交通量推計結果を受け、高架橋建設に伴う交差点改良 10 年後（2035 年）に、現況道路網の

ままの状態で、かつ公共交通転換のないと考えた場合の交通状況（Case1-a）、及び将来道路網へ

の転換を考慮した Case2-c（2045 年）とする。なお、いずれのケースについても東西方向を直進す

る流入交通量については、バイク交通のみが交差点を通過するものとする。交差点流入交通量の

解析結果を次表に示す。 
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表 3.9 交差点流入交通量（解析ケース） 

実
測
交
通
量 

 

予
測
交
通
量 

 

 
出典：JICA 調査団 

 交差点需要率の検討結果 

交差点の需要率の計算結果を次表示す。いずれのケースについても交差点の飽和度は、1.0 以下

となり、交差点部での処理は可能となる。 

表 3.10 交差点飽和度の計算結果 

 
朝ピーク（6:00～9:00） 

（平均台/時） 

昼ピーク（11:00～14:00） 

（平均台/時） 

夕ピーク（18:00～21:00） 

（平均台/時） 

実測交通量（2019 年） 0.686 0.776 0.918 

Case1-a（2035 年） 

現況道路網のまま推移した場合 
0.616 0.729 0.898 

Case2-c（2045 年） 

将来道路網への転換を想定した場合 
0.739 0.757 0.971 

出典：JICA 調査団 
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 交差点形状の比較 

交差点需要率の検討結果を踏まえ、上記で設定された車線数によって交差点形状を検討する。なお、検討にあたって、南側道路については最適な交差点の位置、及び交差角等を検討するため、設計速度 V=60km/h で線形改

良を行うことを前提とした。 
以下に 3 案についての比較検討の結果を以下に示す。 
 第 1 案については、交差点の形状としては、ほぼ理想に近い形状であるが、西側にラウンドアバウトの残地が生じることと、主に東側区間で多くの移転家屋が生じる。 
 第 2 案については、残地や移転家屋等への影響は少ないが、交差角が鋭角となることに加え、現況ラウンド交差点内での橋脚設置が必要となる。 
 第 3 案は、第 1 案と第 2 案の折衷案であり、それぞれの問題点を軽減できる。既存のラウンドアバウト交差点に橋脚を設置する必要がないことから、施工性にも優れる。 

第二次現地調査時のインセプションレポートの報告会議での合意等を踏まえ、交差点形状については第 3 案を採用するものとした。 
 

表 3.11 交差点形状の 3案比較 

 第 1 案 第 2 案 第 3 案 

交差点図 

   

特 徴 交差点への交差角を極力直交に近い角度で流入させた案 
南東部での店舗や家屋をコントロールし、 

極力現況の用地内で計画に留意した案 
第 1 案と第 2 案の中間案あり、なおかつ施工性に留意し、 

現況交差点を 1 径間で跨ぐ案 

交差角 交差角：75° 交差角：62° 交差角：66° 

橋 長 中央支間長 L=58m 中央支間長 L=70m 中央支間長 L=70m 

補償家屋 補償対象家屋数 5 件 （東側家屋） 
補償対象家屋数 2 件 

（北側の公共用地（SONEB）の一部と、 
その他は事業所（CFAO）の塀（上図より西側）） 

補償対象家屋数 2 件 
（事業所（CFAO）の一部と東側の店舗） 

その他 交差点の西側に多くの残地が生じるため、処理が必要となる。 現況ラウンドアバウト交差点内に橋脚設置が必要となる。 現況ラウンドアバウト交差点を橋梁で跨ぐため、施工性に優れる。 

評価   採用案 

注：赤破線（黄色ハッチング）は補償家屋を示す。 
出典：JICA 調査団 

 

  

 

SONEB 

CFAO CFAO 

SONEB 

CFAO 

SONEB 
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 フェーズ 1及びフェーズ 2供用時における交通シミュレーション結果 

 フェーズ 1供用時における交通シミュレーション結果 

 交通量の推計年次：2035 年（Case1-a/夕ピーク） 
 交差点信号現示：ベドコ交差点の飽和度計算に準拠 

表 3.12 フェーズ 1の検討ケースと交通量 

（単位：PCU/時（ピーク）） 

ケース 現況 
a 

（ｾﾞﾛ・ｵﾌﾟｼｮﾝ） 
b c d 

検討内容 

交通量配分の現

況再現性の確認 
現況道路ネット

下、かつ公共交通

転換がない場合

の交通状況の検

討 

公共交通への転

換が促進した場

合の交通状況検

討 

道路ネットワー

ク完成の場合の

交通状況の検討 

道路ネットワー

ク完成かつ公共

交通への転換が

促進した場合の

交通状況検討 

条

件 

北部バイパス 無し 無し 無し 有り 有り 

漁業通りフェーズ 1 無し 有り 

漁業通りフェーズ 2 無し 無し 無し 有り 有り 

公共交通への転換 無し 無し 有り 無し 有り 

備考   
改良方針の意思

決定に活用 
参考の位置付け 参考の位置付け 参考の位置付け 

Case1 

（2035 年/ 

10 年後） 

朝ﾋﾟｰｸ 
 

8,640 6,674 5,250 4,549 

夕ﾋﾟｰｸ 9,083（採用） 6,856 5,147 4,542 

Case2 

（2045 年/ 

20 年後） 

朝ﾋﾟｰｸ 
 

12,016 9,150 4,660 6,115 

夕ﾋﾟｰｸ 12,927 9,758 5,038 6,188 

出典：JICA 調査団 

 

表 3.13 交差点の概略形状と信号現示 

交差点概略形状 信号現示 

 

 
 
 

 

 

 

1φ：120s 2φ：30s 3φ：30s 
 

出典：JICA 調査団 

歩行者横断
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出典：JICA 調査団 

図 3.3 フェーズ 1供用時における交通シミュレーション画像（起点部側） 

起点側：考察 
 東→西行は側道部の車線数が 3 車線から 2 車線に絞り込まれ交通が輻輳するが、特に大き

な渋滞は発生しなかった。 
 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.4 フェーズ 1供用時における交通シミュレーション画像（終点部側） 

終点側：考察 

 西→東行は側道部の車線数が 2 車線から 1 車線に絞り込まれ交通が輻輳するが、特に大き

な渋滞は発生しなかった。 

  

東→西行 3 車線:バイクの並列走行をさせ

るために車線を分割 
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 フェーズ 2供用時における交通シミュレーション結果 

 交通量の推計年次：2035 年（Case1-a/夕ピーク） 
全体計画の将来交通需要予測のレビューにも記載があるように、将来の状況としては

Case2-a ではなく、Case2-c や Case2-d に近い可能性がある。そのため、Case2-c や Case2-d
の交通量が基本となるが、道路ネットワーク構築に時間を要することリスクを考慮して、

それよりも多い Case1-a の交通量を用いて検討を行った。 
 交差点信号現示：ベドコ交差点の飽和度計算に準拠 

表 3.14 フェーズ 2の検討ケースと交通量 

（単位：PCU/時（ピーク）） 

ケース 現況 
a 

（ｾﾞﾛ・ｵﾌﾟｼｮﾝ） 
b c d 

検討内容 

交通量配分の現

況再現性の確認 
現況道路ネット

下、かつ公共交通

転換がない場合

の交通状況の検

討 

公共交通への転

換が促進した場

合の交通状況検

討 

道路ネットワー

ク完成の場合の

交通状況の検討 

道路ネットワー

ク完成かつ公共

交通への転換が

促進した場合の

交通状況検討 

条

件 

北部バイパス 無し 無し 無し 有り 有り 

漁業通りフェーズ 1 無し 有り 

漁業通りフェーズ 2 無し 無し 無し 有り 有り 

公共交通への転換 無し 無し 有り 無し 有り 

備考   
改良方針の意思

決定に活用 
参考の位置付け 参考の位置付け 参考の位置付け 

Case1 

（2035 年/ 

10 年後） 

朝ﾋﾟｰｸ 
 

8,640 6,674 5,250 4,549 

夕ﾋﾟｰｸ 9,083（採用） 6,856 5,147 4,542 

Case2 

（2045 年/ 

20 年後） 

朝ﾋﾟｰｸ 
 

12,016 9,150 4,660 6,115 

夕ﾋﾟｰｸ 12,927 9,758 5,038 6,188 

出典：JICA 調査団 

 
 

表 3.15 交差点の概略形状と信号現示 

交差点概略形状 信号現示 

 

 
 
 
 

  
1φ：120s 2φ：30s 3φ：30s 

 

出典：JICA 調査団 
 

歩行者横断

交通量を比較し多い交通量を採用し検討を行った。 
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出典：JICA 調査団 

図 3.5 フェーズ 2供用時における交通シミュレーション画像（副道なし：起点部側） 

 起点側：考察 

 側道部の車線数が、ノーズの手前で 2 車線から 1 車線に絞られることから、側道部及び本

線部で渋滞が発生する。 
 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.6 フェーズ 2供用時における交通シミュレーション画像（副道なし：終点部側） 

終点側：考察 

 西→東行は側道部の車線数が 2 車線から 1 車線に絞り込まれ交通が輻輳するが、特に大き

な渋滞は発生しなかった。 

起点側の対策案 

 対策案として西行車線の北側（電力公社沿い）に副道を設置し、既存の副道と接続する計

画でシミュレーションを行った。 
 

 

本線合流部で交通が輻輳 

副道未設置 東→西行 2 車線:バイクの並列走行をさせ

るために車線を分割 
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出典：JICA 調査団 

図 3.7 フェーズ 2供用時における交通シミュレーション画像（副道設置：起点部側） 

起点部：考察 

 側道部 2 車線の内、外側の車線を既存の副道とつなぐことによって、側道、本線のいずれ

でも渋滞は発生しなかった。 

 よって、フェーズ 2 を整備する際、西行の副道を設置することにより、本線合流部の渋滞

軽減に効果があるため、フェーズ 2 実施時には副道設置を提案する。 

 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.8 フェーズ 2供用時における交通シミュレーション画像（副道設置：終点部側） 

終点部：考察 

 西→東行は側道部の車線数が 2 車線から 1 車線に絞り込まれ交通が輻輳するが、特に大き

な渋滞は発生しなかった。 
 

  

副道を整備する 東→西行 2 車線:バイクの並列走行をさ

せるために車線を分割 

副道整備 
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 道路計画 

 基本方針 

｢ベ｣国における運用状況ならびに、フランス基準・日本基準などを総合的に判断した上で、先

方政府との協議に基づいた安全性・走行性・道路規格に見合った計画を立案する。更に、沿道の

使用状況などについて十分な把握を行い、利便性にも配慮した計画を立案する。 

 平面計画 

平面線形の計画について、現況の本線線形をできるだけ優先する線形で中心線を設定した。な

お、当該道路においては、上述したように道路用地幅として概ね 40m の確保がなされており、本

計画においてもそれを踏襲する計画とした。 
中心線線形図を下図に示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.9 平面線形計画図 

 縦断計画 

本線縦断計画について、立体交差区間におけるクリアランスを確保する計画とした。クリアラ

ンス条件を次表に示す。 

表 3.16 立体交差区間における縦断計画にかかるクリアランス条件 

 【施工時必要クリアランス条件】 【供用時必要クリアランス条件】 

建築限界 3.8 m（施工中のみ） 4.7 m 

橋梁構造厚 4.2 m 4.2 m 

施工時足場高さ/余裕幅 1.6 m 0.2 m 

合計 9.6 m 9.1 m 

  出典：JICA 調査団 

上述した施工時、及び供用後のクリアランス条件により、本縦断計画は 9.6m のクリアランスを

確保する縦断計画とした。 
縦断計画図を下図に示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.10 縦断線形計画図 
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 標準横断構成 

現況沿道状況を踏まえ、交差点の西側・東側において、沿道へのアクセスを考慮して計画を行

った。特に、東側区間においては多くの宅地・商店が連続している区間であるために、現況の沿

道宅地高さに応じてアクセスを優先する計画とした。 
 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.11 暫定 2車線時の標準断面図（西側の本線、及び連結側道） 

 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.12 暫定 2車線時の標準断面図（東側の本線、及び連結側道） 

 従道路（南）の計画 

従道路（南）は、国際国道 2 号線に位置づけられていることから、東西方向と同規格の幅員を

確保する。また、信号十字交差点の交差角や、橋長を短くするため、平面線形の改良を実施する。  
その際、できる限り補償家屋等が生じないように、現況の道路用地幅内で計画する。また、現

況用地内の歩道外側には、高圧線等の占用物が埋設されていることから、これらの収容スペース

を確保し、移設等が生じないよう配慮する。また、排水側溝については、車道部に縦断側溝を設

置し処理する計画とした。 
次図に標準断面図（案）を示す。 
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出典：JICA 調査団 

図 3.13 標準断面図（従道路（南）） 

 従道路（北）の計画 

 現状の運用形態 

現在北側市道からベドコ交差点への流入は、交差点部での交通規制を避けるため、朝 6:00～9:00
まで流入規制がなされている。また、交差点へのアクセスは、Rue 10.111 からの流入に限られ、

Rue 10.089 へは、流出のみとなっている。 
以前は Rue 10.130 からベドコ交差点へ直接流入できたが、交通の錯綜を避けるため警察、CNSR、

コトヌ市（道路管理者）が協議して、Rue 10.089 の交差点へ接続する区間を一方通行とし、さら

に、交通バリアを設置し、北側へ迂回させて Rue 10.111 からベドコ交差点へ流入させることにし

た。 

  
Rue 10.089 Rue 10.111 Rue 10.130 

   
出典：JICA 調査団 

図 3.14 北側市道の交通運用の状況 

地下埋設物収容スペ―ス 

R
u
e
 
1
0
.
0
8
9 

交通バリア 

ベドコ市場 
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 運用形態の比較検討 

こうした状況を踏まえ、北側市道の交差点への接続、及び交通運用形態について比較案を作成

し、コトヌ市と協議を実施した。 

表 3.17 北側道路運用形態の比較 

 計画案 1 計画案 2 計画案 3 

平面図 

（案） 

   

交通 

運用 

交通運用形態については、現況と同

様の形態とする。 
（Rue 10.111 からのみ交差点に流入

可能） 

交差点へのアクセスは、東側の道路

（Rue 10.089）で集約させる。 
Rue 10.111 からは、左折のみを可と

する。 

計画案 2 と同様に、交差点への流入

は、Rue 10.089 に集約させ、Rue 
10.111 からは、U ターン路を設け、

流入させない（U ターン路について

は、小型車対応とする）。 

長所 

・ 

短所 

・東側道路からは、交差点への流入

ができないため、交通バリア等を設

置して交通を分離する必要がある。 

・Rue 10.130 から迂回をせずに交差

点に流入することが可能となる。 
・Rue 10.111 の水道公社入口から交

差点にアクセスする際に迂回が生

じる。 

・Rue 10.130 から迂回をせずに交差

点に流入することが可能となる。 
・第 2 案に比べ、市道相互の交差が

生じないため、交通の交差点への

流入出がスムーズである。 
・Rue 10.111 の水道公社入口から交

差点に流入する際に迂回が生じ

る。 

評価 採用案   

出典：JICA 調査団 

コトヌ市との協議結果により、現況の運用形態に最も近い計画案１を採用することになった。

Rue 10.111 については、市場、並びに水道公社入り口の出入りを考慮し、一方通行規制を行う計

画とする。 

 標準断面構成 

既設市道には、3.0m の歩道内に蓋付き U 型側溝が整備されており、右（西側）については、水

道施設の用地に近接し、用地補償を生じさせないようにするため、現況と同様に歩道内に側溝を

設置する。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.15 標準断面図（従道路（北））  
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 橋梁計画 

 計画方針と設計ワークフロー 

橋梁計画の方針として、改良後の信号交差点の交通を阻害しない中央支間長が確保できる橋梁

形式を抽出した上で、比較検討を行い、支間バランス、経済性、施工性を考慮して決定する。ま

た、基礎工は地質調査結果に基づき最適形式を決定する。 

下図に橋梁形式の比較検討のフローを示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.16 橋梁設計のワークフロー 

 諸条件の整理 

本橋梁計画で重要と考えられる設計条件を次表に整理する。 

表 3.18 本橋梁計画で重要と考える設計条件 

分類 項目 確認及び方針内容 

交差 

条件 

桁下空間 
・建築限界 4.7m はテクニカルノートを交わし確定した。 
・施工時に吊り足場等の建築限界の制限を許すこととし、施工時は 3.8m にすることでテクニ

カルノートを交わし確定した。 

橋台位置 
⇒橋長 

・高架橋による見通しの悪さを緩和するため擁壁区間の縮小化を基本とし、かつ、橋台の橋座

部の点検のしやすさ等に配慮して橋台位置を決定する。 
⇒桁下高 2m 程度以上とすることをテクニカルノートに交わして確定した。 

橋脚数 
⇒支間 

・下部工の工費の抑制のため、適用支間の中で支間を長くする案を基本とする。 
・交差点前後の橋脚の位置は、側道及び導流に橋脚フーチングにかからないように設定した。 

施工 

条件 
橋梁形式 

・支保工による現場打ちのコンクリート橋及び片持ち架設によるコンクリート橋を比較し、

支保工設置またはワーゲン設置に必要な桁下空間を確認する。 
⇒支保工架設は、交差点上で必要な構造高（支保工設置余裕＋上部構造高）を加味すると全体

的に縦断が高くなり橋長が延びるため、支保工より必要構造高が小さい片持ち架設を採用し

た。 

設計 

条件 

活荷重 ・道路橋示方書を適用する。（B 活荷重） 

地震荷重 ・大きな地震がないため地震力は考慮しない。（近隣国コートジボワールと同様） 

温度変化 ・日本基準（道路橋示方書）を適用する。 

制動荷重 

・日本基準は 2.5t（車両 25t の 10%）、「ベ」国で汎用されるフランス基準は 30t（車両 1 台

分）である。 
⇒安全側を採用し、フランス基準の 30t とする。 
⇒地震力を考慮しないためこれが下部工の決定ケースになり得る。 

衝突荷重 

・交差点を跨ぐ橋梁であり交差する車両または側道を並走する車両が衝突する可能性がある

ため、衝突荷重を考慮する。衝突荷重、作用高さは道路橋示方書を適用する。 
⇒P1、P4 橋脚の衝突荷重は、側道進行方向（橋軸）100t、交差方向（直角）50t とする 
⇒交差点を挟んで両側の P2、P3 橋脚は、並走交通／交差交通両方から衝突する可能性がある

ため、橋軸方向・直角方向とも衝突 100t とする。 
⇒地震力を考慮しないためこれが下部工の決定ケースになり得る。 

出典：JICA 調査団 

2.諸条件の整理 

3.橋長・支間割案の抽出 

①設計基準の合意、 

②道路条件確認（建築限界、幅員等）、 

③地形地盤条件確認、④環境条件確認 

考慮事項⇒橋台位置、交差点形式、支間バランス、 

地下埋設物の影響 

 

1.橋梁事情の整理 

①近隣橋梁の状況把握（設計基準、幅員構成、調達事情等）、 

②事業実施に係る課題抽出（移設等） 

5.形式選定に関する 
留意事項整理 

経済性、施工性、維持管理の容易性、

走行性、景観配慮等 

4.橋梁形式案の抽出 

6.橋梁形式の比較 

7.最適案の選定 

各形式の適用支間、桁高 
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設計基準は、テクニカルノートにて道路橋示方書を適用することを「ベ」国政府と合意してい

る。道路橋示方書は、英語版が発刊されている 2012 年度版を用いる。 
3—2—2—1 全体計画で示したように、本プロジェクトはフェーズ分けを行う方針である。したが

って、上下線を分離構造とした橋梁の幅員構成（案）を次表に示す。上下線の間隔は、最終的に

決定した橋梁形式（PC 連続箱桁）のフェーズ 2 の施工を考慮し、ワーゲン（移動作業車）の設置

に必要な空間として 50cm 離している。 

表 3.19 橋梁の幅員構成（案） 

4 車線橋梁（分離施工） 

 

・故障車があっても、隣の車線で追い越せるため、路肩幅は 0.5m で問題ない 
・橋梁全幅：18.1m 
・側道は片側あたり 11m 確保できる 

・2 車線ずつ施工する 
・フェーズ 1 は南側橋梁を施工（北側橋梁用地は、現道交通用に開放）する 
・フェーズ 2 は、北側橋梁を施工する 

出典：JICA 調査団 

 橋長・支間割案 

 橋台位置 

ノーズ（本線と連結側道の合流端）から橋台背面までのアプローチ区間は、盛土によって道路

両側の地域住民の視界が遮られ、往来も不可能になる。都市部の高架橋の場合、両側の見通し確

保、風通しの観点から盛土区間を短くする計画が多く、本橋梁においても橋台位置はできる限り

後ろに引く計画とする。ただし、橋台が低すぎると、支承部にゴミを捨てられる等、維持管理上

の問題が考えられるため、桁下高 2m 程度以上とすることが多い。したがって、本橋梁も桁下高

2m 以上を基本とするが、後述する支間のバランスも考慮して決定する。橋台位置のイメージ図を

下図に示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.17 橋台位置のイメージ 
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 中央支間長 

改良後は信号交差点であり、交差点内に橋脚を設置するスペースはないため、交差点を 1 径間

で跨ぐことになる。交差点内の停止線車両からの見通しを考慮するとともに、導流路にフーチン

グが掛からないように橋脚位置を決めた結果、支間長は 70m とした。 

 支間割計画 

支間割は、中央支間長に対する側径間長の比率を 0.7 程度にすると、曲げモーメントのバラン

スが良く経済的になるため、1：0.7 前後になるように以下の 3 案の支間割案を抽出した。 

表 3.20 支間割案 

 支間割案 橋台前面桁下高 採用案 

支間割案① 2@50m+70m+2@50m=270m A2 で 3.5m ○ 

支間割案② 2@52.5m+75m+2@52.5m=285m A2 で 3.3m  

支間割案③ 3@45m+70m+3@45m=340m A2 で 1.7m  

注：A2 は終点側の橋台（図 3.20 参照） 
出典：JICA 調査団 

案③は橋長が長く橋脚が多いため不経済で、橋台前面桁下高が低くなりすぎるので不採用とす

る。案②は中央支間長を長くし支間バランスを調整した案であるが、中央径間長を長くすること

で支点部の桁高が大きくなり計画高を上げる必要が生じ、案①と橋台位置の高さに違いが見られ

ない。また、計画高が上がることで設計道路延長が長くなりメリットがないため不採用とする。

案①は支間バランスが一般的な範囲に収まり、3 案の中で最も橋長が短く経済的である。 
よって、支間割は①案を採用する。 
支間割は、50m＋50m＋70m＋50m＋50m＝270m として、次項で PC 連続箱桁橋（張出し架設）、

鋼連続箱桁（トラッククレーン架設）の 2 案にて比較検討を行った。 

 上部工形式の選定 

 形式選定に係る留意事項 

橋梁形式の選定にあたっては、構造性、施工性、経済性等の評価を行った。評価における主な

留意事項を以下に示す。 

 構造性 

構造性は、構造物の信頼性、耐久性の観点から評価する。 
構造物の信頼性は、施工実績に基づいて評価する。過去に施工された同規模の橋種（施工実績）

の数が多いほど構造の信頼性が高いと考えられる。 
橋梁は耐久性が高いほど長期間の供用が可能となる。橋梁部位の中で、特に床版は、繰り返し

の車両荷重を直接受けることによる疲労耐久性が問題となることが多い。 

 施工性 

施工性には、施工自体の難易度、施工時の品質管理の難易さおよび施工工期の 3 つの観点で評

価する。 
施工難易度は架設工法や橋梁の種類により異なり、比較的容易なのは固定支保工架設やクレー

ン架設である。難易度の高い架設工法としては、押出し工法や現場打ち張出し架設などが挙げら

れる。このため、適用される架設工法により評価を行う。また、現場が都市内であり、非常に交

通量の多い場所であり、商業施設等も多いため、架設工法が周辺環境に与える影響を施工の難易

さとして評価する。 
施工時の品質管理は、工場あるいはヤード製作が可能な部材については、品質管理が容易であ

り、高品質なものを安定して供給することが可能となる。しかしながら、現場で製作する部材に

ついては、品質管理が難しく、高品質なものを安定して提供するためには、非常に高い品質管理

を行う必要がある。このため、部材の製作場所によって評価を行う。 
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 経済性 

施工工期については、慢性的に渋滞しているベドコ交差点における施工期間の短縮は周辺地区

の更なる経済活動の促進を図る上で重要な指標である。 
橋梁の維持管理容易性は、主桁部材の維持及び橋梁付属物の維持の 2 つの観点から評価を行う。 
主桁部材の維持に関しては、コンクリートの劣化防止、鋼部材の防錆の観点で、再塗装は橋梁

本体構造の寿命を延ばすために必要である。再塗装をしない場合、塗装が劣化した箇所から鋼材

が腐食し、橋梁の補修などの大規模な修繕が必要となる。 
橋梁付属物の取替えが必要な部品は伸縮装置、及び支承であり、伸縮装置は 20 年程度に 1 回、

支承は 40 年程度に 1 回取り換えが必要となる。伸縮装置や支承の取り換えを行うためには費用が

かかり、交通規制も伴うため、伸縮装置と支承が不要な構造を選定することが望ましい。 
このため、伸縮装置・支承の有無に加えて、維持管理への配慮として、箱桁内への進入・伸縮

装置や支承の点検や維持管理の容易さも含め評価する。 

 景観性 

ベドコ交差点は、沿線に商業施設も多く、コトヌにおける最も重要な道路の一つである。その

ため、多くの市民が目にすることになる橋梁については、景観性について評価を行う。 

 橋梁形式案の抽出 

 コンクリート橋の形式選定 

下表に、コンクリート橋における支間長と適用橋梁形式の関係を実績等からまとめた表を示す。

この橋梁形式選定表を参考に、経済性と施工性を考慮し、「連続箱桁橋（張出し架設）」を選択す

る。 

表 3.21 コンクリート橋適用橋梁形式表 

 

出典：JICA 調査団 

（注） 一般的によく適用される範囲 比較的適用される範囲
参考文献 ：「11'デザインデータブック」（社）　日本橋梁建設協会、　「コンクリート道路橋設計便覧」（社）　日本道路協会、「PC道路橋計画マニュアル」（社）　プレストレストコンクリート建設業協会

/ 30 ～ 60エクストラドーズド橋 100～ 200 1

/ 40 ～ 100斜張橋 100～ 260 1

/ 4 ～ 8 )アーチ橋 70 ～ 250 ( 1

/ 15 ～ 35連続ラーメン箱桁橋（張出し架設） 50 ～ 140 1

17 ～ 20連続ラーメン箱桁橋（固定支保工） 30 ～ 55 1 /

1 / 10 ～ 30

～ 20

Ｔラーメン箱桁橋（張出し架設） 40 ～ 80

～ 55 1 / 17

1 / 22

ラ
ー

メ
ン
橋

Ｔラーメン中空床版桁橋（固定支保工） 20 ～ 30

Ｔラーメン箱桁橋（固定支保工） 30

/ 15 ～ 35連続波形ウェブ箱桁橋（張出し架設） 50 ～ 110 1

/ 15連続波形ウェブ箱桁橋（押出し架設） 30 ～ 60 1

/ 17 ～ 20連続波形ウェブ箱桁橋（固定支保工） 30 ～ 60 1

/ 15 ～ 35連続箱桁橋（張出し架設） 50 ～ 110 1

15 ～ 18連続箱桁橋（押出し架設） 30 ～ 60 1 /

1 / 17 ～ 20連続箱桁橋（移動支保工） 30 ～ 45

1 / 17 ～ 20連続箱桁橋（固定支保工） 30 ～ 60

1 / 22

連
続
桁

連続中空床版橋 20 ～ 30

/ 16 ～ 18ポステン連結Ｕコンポ橋 40 ～ 60 1

/ 13 ～ 17ポステン連結コンポ橋 25 ～ 45 1

14 ～ 19ポステン連結少主桁橋 25 ～ 45 1 /

1 / 13 ～ 18ポステン連結Ｔ桁橋 20 ～ 45

1 / 14 ～ 16

～ 20

プレテン連結Ｕコンポ橋 15 ～ 20

～ 24 1 / 18

1 / 14 ～ 24

連
結
桁

プレテン連結スラブ桁橋 5 ～ 24

プレテン連結Ｔ桁橋 18

コ
ン
ク
リ
ー

ト
橋

h/L（f/L）
10 20 30 40 60 70 80 90

橋梁形式
標準

適用支間

桁高支間比

50 100 150 200 250

70m 
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 鋼橋の形式選定 

下表に鋼橋における支間長と適用橋梁形式の関係を示す。この橋梁形式選定表を参考に、支間

長 70m の適用橋梁を検討する。さらに、この橋梁形式選定表を参考に、経済性と施工性を考慮し、

「連続非合成箱桁橋（トラッククレーン架設）」を選択する。 

表 3.22 鋼橋適用橋梁形式表 

 

出典：JICA 調査団 
  

（注） 一般的によく適用される範囲 比較的適用される範囲

参考文献 ：「11'デザインデータブック」（社）　日本橋梁建設協会、　「コンクリート道路橋設計便覧」（社）　日本道路協会、「PC道路橋計画マニュアル」（社）　プレストレストコンクリート建設業協会

/ 8.4吊橋（補剛形式） 150 ～ 1900 1

吊橋（無補剛形式） 80 ～ 150

/ 4.7斜張橋 130 ～ 400 1

/ 5.3 ～ 6.3 )無補剛アーチ橋 70 ～ 160 ( 1

/ 6.5 )ニールセン桁橋 100 ～ 200 ( 1

/ 6.8 ～ 6.9 )トラスドランガー桁橋 80 ～ 140 ( 1

6.8 ～ 6.9 )

)

ランガートラス橋 120 ～ 150 ( 1 /

( 1 / 6.0 ～ 7.3逆ローゼ桁橋 70 ～ 180

1 / 6.0 ～ 7.3 )

～ 6.8 )

ローゼ桁橋 80 ～ 160 (

～ 120 ( 1 / 6.6

/ 6 ～ 7.0 )

ア
ー

チ
系

逆ランガー桁橋 70

ランガー桁橋 60 ～ 120 ( 1

～ 10

合理化トラス 70 ～ 140

～ 120 1 / 8

1 / 7 ～ 9
ト
ラ
ス

単純トラス 55 ～ 90

連続（ゲルバー）トラス 60

ラーメン橋（橋脚と剛結構造） 50 ～ 130

箱桁・細幅箱桁橋（合成・ＰＣ床版） 55 ～ 90

開断面箱桁橋 50 ～ 80

/ 15 ～ 20少主桁連続Ｉ桁橋 35 ～ 70 1

少主桁単純Ｉ桁橋 35 ～ 55

/ 22 ～ 28鋼床版箱桁橋 40 ～ 150 1

/ 22 ～ 28鋼床版Ｉ桁橋 30 ～ 60 1

/ 20 ～ 30連続非合成箱桁橋 40 ～ 80 1

/ 16 ～ 22連続非合成Ｉ桁橋 30 ～ 60 1

鋼
橋

プ
レ
ー

ト
ガ
ー

ダ
ー

80 9010 20 30 40 60 70

橋梁形式
標準

適用支間

桁高支間比

50 100 150 200 250
h/L（f/L）

橋梁形式１次比較案として抽出適用支間内ではあるが、経済性、実績等により除外するもの

70m 
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 橋梁形式の比較 

前出に抽出した「PC 連続箱桁」、「連続非合成箱桁」について、構造性、施工性、経済性等の

評価、比較検討を行った。下表に交差点橋梁形式比較表を示す。 

表 3.23 交差点橋梁形式比較表 

 
PC 連続箱桁 

（張出し架設） 

鋼連続箱桁 

（トラッククレーン架設） 

断

面

図 

 
 

構

造

性 

・PC箱桁は、「ベ」国と周辺国を含め実績が多く、

箱桁構造で耐久性も高い。 
・鋼連続箱桁は、「ベ」国と周辺国での実績は少ない

が国内の実績は多い。 

○ ○ 

施

工

性 

・交差点への架設の影響を避けるために張出し式架

設工法とする。交差点はワーゲン移動時のみ規制

を行う。 
・分離施工時、交差点の改修は南側先工施工時でも

可。 
・（上下分離施工）工期：約23カ月（片側のみ） 
＊南側開通後、北側を着工 

・桁架設は夜間に行うものとし、北側桁架設時は、北

側側道の通行止め、南側桁架設時は南側側道を交通

止めにすることで対応する。 
・既存交差点部に仮支柱を立てることから交差点交通

に影響を及ぼす。 
・既存交差点の信号交差点への改修は上下線の施工後

となる。 
・（上下分離施工）工期：約24カ月（片側のみ） 
＊南側開通後、北側を着工 

○ △ 

経

済

性 

○ △ 

維

持 

管

理

性 

・PC構造であり、施工時に品質管理を十分配慮する

ことで維持管理性は非常に高くなる。 

・主桁外面は重防食塗装を使用することで、少なくと

も建設後30年は再塗装の必要はない。 
・塗装塗替時は、足場を設置するため桁下建築限界の

制限が生じる。 
・RC床版の耐久性改善のため、PC床版及び合成床版

があるが、コストは上昇する。 

○ △ 

景

観

性 

・変断面箱桁断面であり景観性は良い。 ・都市内の景観に合わせた色彩が選択可能。 

○ ○ 

総

合 

評

価 

推奨する 

○ 
△ 

 
注：○（良い）、△（劣る） 
出典：JICA 調査団 
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 下部工形式の検討 

 ユーティリティとの取り合い 

下部工形式、形状寸法に係る条件として、地下埋設ユーティリティは移設を基本としており、

下部工形式に制約は受けない計画である。 

 橋台形式 

下表に橋台形式選定の目安を示す。橋台形式は、構造高が 5m 以上で一般的用いられる鉄筋コ

ンクリート逆 T 式橋台を採用した。 

表 3.24 橋台選定の目安 

橋台形式 
高 さ（m） 

備考 
 10 20 30  

重 力 式    
 

 

逆 T 式    
 

 
出典： JICA 調査団（近畿地方整備局の設計要領を一部加筆） 

 橋脚形式 

橋脚は一般的な鉄筋コンクリート橋脚とする。市街地の橋梁であり、景観性も考慮して下表に

示す 3 案を比較した。柱断面は市街地であり柔らかい印象を与える小判型断面を 3 案とも採用し

た。また柱に角が無いため、万が一の車両衝突時にコンクリートの角落ちも防止できると考えて

いる。経済性は柱高も低く規模的に差は無いため、施工性等を考慮して壁式橋脚（小判断面）を

採用した。 

表 3.25 橋脚形式の比較 

 張出し式橋脚 壁式橋脚 銀杏型橋脚 

概略図 

   

構造性 

橋梁幅員が小さいため支承間隔

も狭く、梁を設けるメリットが

ない。必要な柱幅を除くと張出

し幅は 1m と小さい。 

構造的にシンプルであり、弱点

が無い。 
側面に曲線が入っているため、

また壁自身が円弧断面であるた

め、配筋は複雑になる。 

△ ○ △ 

施工性 

梁施工と柱施工を分ける必要が

あり、コンクリート打設回数が

増える。配筋作業も複雑で、支保

工も必要であり、施工日数が増

える。 

柱施工のみで、等断面であるこ

とから 1 回の打設高をなるべく

大きく取って打設数を減らすこ

とが可能。3 案中最も施工が早

い。 

銀杏型部は特殊型枠が必要、か

つ支保工が必要である。配筋作

業も複雑であり、施工日数が増

える。上部工張出し施工の柱頭

部処理が煩雑である。 
△ ○ △ 

景観性 

柔らかい印象を与える円弧を取

り入れた小判型断面とした。 
梁の張出し幅が 1m と短く、壁

幅を絞ったスレンダーなイメー

ジが無い。梁が上下部工の一体

感を邪魔している。 

柔らかい印象を与える円弧を取

り入れた小判型断面とした。 
壁幅が広いが、上部工ウェブ幅

とほぼ同じ幅で、鉛直ウェブと

マッチしてスッキリした印象で

ある。 

柔らかい印象を与える円弧を取

り入れた小判型断面とした。 
上部工ウェブが鉛直であり、脚

の広がりの良さが連続しない。 
下部工だけ見ればきれいであ

る。 
△ ○ ○ 

採 用  採用  

注：○（良い）、△（劣る） 
出典：JICA 調査団 

3  5 

5        15 
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 基礎工形式の検討 

 ボーリング調査実施箇所 

 地質ボーリング調査（標準貫入試験）は 4 箇所実施されている。下表は調査概要である。（測

点順に表記） 

表 3.26 ボーリング調査結果一覧 

番号 測点 左右離れ 孔口標高 深度 備考 

SPT-3 No2+10 L14.3m（北側） GH=3.40m Dep.=59.55m SONEB 給水塔付近 

SPT-1 No2+40 R19.0m（南側） GH=3.00m Dep.=26.40m CFAO 付近 

SPT-4 No3+90 L12.8m（北側） GH=4.00m Dep.=59.45m Roundabout 内 

SPT-2 No5+50 R20.0m（南側） GH=3.60m Dep.=42.05m 支道入口 
 出典：JICA 調査団 

 支持層の検討 

地質調査ボーリング 4 本の標準貫入試験の結果を下図に示す。 
これら 4 本のボーリング試験結果から以下のことが読み取れる。 
 起点側 SPT-1 及び SPT-3 では標高-15m～-20m で N>50 の砂質土が存在するものの、SPT-3

によれば標高-25m 以深に弱い粘性土が存在する。 
⇒この N>50 の砂質土層は、その層厚及び下位の粘性土より支持層になり得ない。 

 終点側 SPT-2 及び SPT-4 では標高-15m で平均的に N>30 の砂質土が存在するものの、所に

より N<30 であるなどばらつきが大きい。また起点側同様、下位に弱い粘性土が存在する。 
⇒この砂質土層は、N 値のばらつき及び下位の粘性土より支持層になり得ない。 

 各ボーリングとも N<20 の粘性土の下方は概ね N>30 砂質土または N>20 粘性土が続く。 
⇒SPT-3 では、H=-30m 付近から粘性土主体の地層が続くが N>30 以上（平均的には N≒35）
であり支持層とみなしてよいと考えられる。 
⇒SPT-4 及び SPT-2 では、H=-28m 付近から N>30 砂質土が続く。SPT-4 はその下に粘性土

はあるが N>30 以上である。よってこの砂質土層は支持層とみなしてよいと考えられる。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.18 地質調査結果 

 
これらを踏まえて、設定した推定支持層線を次に示す。 
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出典：JICA 調査団 

図 3.19 推定支持層線 

 液状化 

地表面より 20m までは N 値＜20 の緩い砂地盤であり地表面水位も高いが、液状化を考慮する

地震は想定されないため、液状化は考慮しない。 

 杭種の選定 

杭種は場所打ち杭を基本として検討を行う。鋼管杭や既成 RC・PC 杭は現地で製作できないこ

とから輸入品となること、くい打ち機械も日本他から調達が必要である。材料だけでも現地調達

可能な場所打ち杭とする。機材は日本から調達する想定で一般的なオールケーシング工法を基本

として検討する。ただし、オールケーシング工法もリバース工法、アースドリル工法も設計計算

上は同じである。 
ベドコ交差点は交通の要衝で交通量が非常に多いため、工期短縮化は大きなテーマとしている。

杭本数削減目的で高耐力、高支持力の回転杭、鋼管ソイルセメント杭が考えられるが、ボーリン

グ調査の結果、以下の点でメリットがないことが分かったため検討から除外する。 

表 3.27 杭種の選定 

杭の種類 評価 

回転杭 

支持杭として用いられる。 
杭先端支持を大きく取ることで支持力を得、また本体が鋼管であることから高い耐力を有する。 
本橋では、支持層が深く中間層に N>50 層があり高い周面摩擦力が得られる。杭先端の寄与率

が低くメリットがない。また、中間層が固く打ち抜けない。 

鋼管ソイル 
セメント杭 

支持杭として用いられる。 
高い支持力の場所打ち杭と高い耐力の鋼管杭を組み合わせたもので、支持力は場所打ち杭と一

緒であるが、想定される地震力が小さいため、支持力で杭本数が決まり高価な鋼管杭を入れる

メリットがない。 

出典：JICA 調査団 

 杭径比較 

比較条件として、フーチングの直角方向幅は橋梁の全幅を越えないこと及びフェーズ 2 の杭施

工を考慮して杭配列を検討する。 
 フーチング幅は杭配列により決定される。杭間隔は道路橋示方書では、杭中心間隔で杭径

の 2.5 倍以上離すこととしており、本橋は全幅が 8.7m と狭いことからφ1200 の杭では直角

方向に 2 列しか配列できない。杭配列の柔軟性からは径の小さい杭が有利である。 
 フェーズ 2 を実施した場合、フェーズ 1 橋梁に対して近接施工になる。土木研究所資料に

よれば既設杭と新設杭の杭側面間隔で杭径の 3 倍離すこととしており、径の小さい杭が配

列上有利である。 
 また、地震力がないため、杭の応力は小さく、支持力を確保できれば良い。この点でも径

の小さい杭が有利である。 
 結果として、本橋では場所打ち杭φ800 を採用する。 

以下に橋台（代表して A1 橋台）の比較結果、続いて橋脚（代表して P2 橋脚）の比較結果を示

す。比較はφ800、φ1000、φ1200 を行った。 
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表 3.28 橋台の杭径比較 

 φ800 φ1000 φ1200 

杭配列図 

   

杭諸元 
L=33.00m 
N=12 本 

L=33.00m 
N=8 本 

L=33.00m 
N=6 本 

数量 

フーチング；V= 73.1m3 
場所打ち杭；V=199.1m3 
合計；  272.2m3 
鋼矢板数量；N=25 枚

（L=10.0m） 

フーチング；V= 84.8m3 
場所打ち杭；V=207.3m3 
合計；  292.1m3 
鋼矢板数量；N=28 枚

（L=10.0m） 

フーチング；V=109.6m3 
場所打ち杭；V=223.9m3 
合計；  333.5m3 
鋼矢板数量；N=32 枚 
（L=10.0m） 

考察 

コンクリート数量は φ1000 より

少ないので経済的に有利であ

る。 
多くの杭で荷重を均等に受ける

ので構造性は良い。 
Ⅱ期線側はⅠ期線よりの杭縁端を

1500 にすれば可能。 

コンクリート数量は φ800 より

多いので経済性に劣る。 
最適配列は千鳥配置になる。整

列配列も可能だがフーチング長

が大きく不経済になる。 
Ⅱ期線側はⅠ期線よりの杭縁端を

2000 にすれば可能。 

コンクリート数量は 3 案中最も

多く経済性に劣る。 
Ⅱ期線との近接施工を考慮して

杭縁端を大きく取っている。結

果橋軸直角方向は 2 列になる。 
Ⅱ期線側はⅠ期線よりの杭縁端を

2300 にすれば可能。 

採用 採用   

出典：JICA 調査団 
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表 3.29 橋脚の杭径比較 

 φ800 φ1000 φ1200 

杭配列図 

   

フーチング 

杭諸元 

フーチング厚 2000mm 
L=32.00m 
N=12 本 

フーチング厚 2000mm 
L=34.00m 

N=9 本 

フーチング厚 2200mm 
L=37.00m 

N=6 本 

数量 

フーチング；V= 89.9m3 
場所打ち杭；V=193.0m3 
   合計；  282.9m3 
鋼矢板数量；N=86 枚（L=8.5m） 

フーチング；V= 91.0m3 
場所打ち杭；V=240.3m3 
   合計；  331.3m3 
鋼矢板数量；N=88 枚（L=8.5m） 

フーチング；V= 99.5m3 
場所打ち杭；V=251.0m3 

合計；  350.5m3 
鋼矢板数量；N=88 枚（L=10.0m） 

考察 

コンクリート数量は最も少なく

経済的に有利である。 
交差点導流にフーチングは掛か

らない。 
Ⅱ期線側の杭配置は問題ない。 

コンクリート数量が多いので経

済性に劣る。 
交差点導流にフーチングは掛か

らない。 
Ⅱ期線側の杭配置は問題ない。 

橋軸方向フーチング長が大きく、

交差点導流にフーチングが掛か

る。クリアするためには、中央支

間長を延ばす必要があり、経済的

に明らかに不利である 

採 用 採用         

出典：JICA 調査団 

 

 排水計画 

 設計条件 

 基本方針 

当該交差点部おいては、集中的な降雨時に交差点内にて冠水する状況が発生している。そのた

めに十分な気象条件の把握を基にした排水施設規模の立案と効率的な排水施設の計画を行う。ま

た、整備範囲内より流末までの必要な排水整備においては必要に応じて先方政府へ提言する。 

 設計基準 

｢ベ｣国カウンターパートとの協議により確認した結果、「べ」国には設計基準は存在せず通常

の設計については、フランス基準を基に行われている。 
カウンターパートとの継続協議の結果、日本の排水工指針に基づいた計画実施で問題無いこと

を確認したため、本設計は排水工指針により実施された。 

 降雨確率年 

降雨確率年の設定に関しては、排水工指針の考え方、及びフランス基準の考え方を比較し、当

該地域の特性も踏まえて決定された。 
決定に際しての留意点を以下に示す。 
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 当該地域においては、冠水被害が慢性化しており留意が必要である。 
 当該道路管理者に対するメンテナンスについては十分な対応が出来ているとは言いがたい

ために、余裕のある設計が望ましい。 
 周辺の排水路・道路排水設計については、フランス基準により実施されている。 

上記留意点を考慮し、下表に示すように本件の排水設計においては、10 年確率年を採用するこ

とが望ましいと考え、採用することとした。 

表 3.30 設計確率年 

 排水工指針 フランス基準（SETRA） 

道路路面排水 3 年 
10 年 

道路横断施設 5 年、7 年、10 年 

  採 用 

     出典：JICA 調査団 

 降雨強度 

｢ベ｣国における設計ガイドラインは存在しないために、設計に必要となる設計降雨強度につい

ては、コトヌ市空港観測所により入手した過去の降雨データを基に算出する。 
前述の入手したデータに基づいて、下図に示す算出方法により降雨強度を算出する。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.20 降雨強度の算出 

上記の算出方法により、10 年確率年における降雨強度を次表に示す。 

表 3.31 設計降雨確率年 

確率年

（年） 

設計降雨強度（mm/h） 
利用施設 

到達時間 10 分 到達時間 5 分 

10 298.1 397.3 道路排水施設全般 

      出典：JICA 調査団 
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 集水域及び集水ネットワーク 

現況の排水ネットワークを下図に示す。本計画では基本的に、現況ネットワークを踏襲した計

画を行うこととした。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.21 現況排水ネットワーク図 

 流末及び排水ネットワーク 

本計画範囲内（及び影響範囲）における排水ネットワークを下図に示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.22 計画排水ネットワーク図 

 排水計画 

先に記述した基本計画を基に、当該プロジェクトエリアでの道路排水施設の配置計画を行った。 

 設計条件の整理 

 流出量の算出 

流出量は以下に示す合理式により算出を行った。 

𝑄 =
1

3.6 × 10
× 𝐶 × 𝐼 × 𝐴 

ここで、Q：流出量（m3/s）、C：流出係数（市街地を仮定：C=0.9）、 
I：降雨強度（mm/h）、A：集水面積（m2） 

現況表面排水方向 

隣接地流域（1） 
30,000m2 

現況表面排水方向 

流末地域 

現況表面排水方向 現況表面排水方向 

隣接地流域（3） 
40,000m2 

流末排水路 

現況表面排水方向 

隣接地流域（2） 
80,000m2 

現況表面排水方向 

流末地域 

流末排水路 

 計画排水ネットワーク 
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 通水量の計算式 

通水量は以下の式により算出を行った。 
𝑄 = 𝐴 × 𝑉 

ここで、Q：通水量（m3/s）、A：通水断面積（m2）、V：平均流速（m/sec） 

なお、平均流速はマニングの公式により求める。 

𝑉 =
1

𝑛
× 𝑅 × 𝑖  

ここで、V：平均流速、R：径深【通水断面積÷潤辺長】（m）、 
i：水面勾配、n：粗度係数（現場打ちコンクリートを仮定：n=0.015） 

 検討結果 

検討結果を以下に示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.23 検討図 

表 3.32 検討結果一覧表 

流末 

位置 
照査箇所 

累加集

水面積 

設計降

雨強度 

総流出

量 

通水断面 

チェック  

通水 

断面積 
径深 

水路

勾配 
流速 

満流 

通水量 
判定 摘要 

A γ Q W（mm）x 

H（mm） 

A’ R i V Q0 
Q≦Q0 Q0/Q 

m2 mm/h m3/s m2 m % m3/s m3/s 

A-1 
西区間/ 
北側ボックス 

46,400 298.1 3.458 1,500x1,400 1.680 0.449 0.4 2.473 4.155 OK 1.2 

A-2 
西区間/ 
南側ボックス 

15,400 298.1 1.148 1,000x900 0.720 0.295 0.3 1.618 1.165 OK 1.0 

A-3 
西区間/ 
横断ボックス 

61,800 298.1 4,606 1,500x1,400 1.890 0.470 0.4 2.459 4.818 OK 1.0 

B-1 
東区間/ 
本線ボックス 

12,750 298.1 0.950 900x900 0.648 0.277 0.3 1.551 1.005 OK 1.1 

B-2 
東区間/ 
側道 U 型側溝 

10,220 298.1 0.762 600x1,200 0.576 0.229 0.3 1.365 0.786 OK 1.0 

B-3 
東区間/ 
本線ボックス 

12,750 298.1 0.950 900x900 0.648 0.277 0.3 1.551 1.005 OK 1.1 

B-4 
東区間/ 
側道 U 型側溝 

2,220 298.1 0.165 500x500 0.200 0.154 0.3 1.048 0.210 OK 1.3 

C-1 
交差道路/ 
東側 U 型側溝 

7,800 298.1 0.581 800x800 *1 0.512 0.246 0.3 1.434 0.734 OK 1.3 

C-2 
交差道路/ 
西側 U 型側溝 

3,800 298.1 0.283 600x600 *2 0.288 0.185 0.3 1.184 0.341 OK 1.2 

*1：可変側溝のために設計サイズ表記は、800×900 とする。 
*2：可変側溝のために設計サイズ表記は、600×700 とする。 
出典：JICA 調査団 

C-2 
C-1 

B-1 B-2 

B-3 B-4 

A-1 

A-2 

A-3 

接続する現況側溝と 

同等サイズとした。 
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 本案件対象範囲外への流末処理及び排水施設整備の必要性の提言 

東側流末及び南側流末への排水計画においては、流末とする現況施設までの区間が本件におけ

る整備対象範囲外となるために、本案件における計画を踏襲した上での、先方政府による整備が

実施不可欠となる。 

 東側流末 

 

 
 

 
注：実線：計画、破線：現況 
出典：JICA 調査団 

図 3.24 ｢ベ｣国により必要となる排水整備計画の概要 

上図のように、本件整備範囲より流末水路までの約 350m 区間については｢ベ｣国側負担により、

本件により算出された計画範囲流量に基づく必要な排水整備の実施が不可欠である。 

 交差点 南側流末 

交差点南側における現況排水設備との接続は、以下のように現況整備済み側溝へと接続し処理

する計画にとした。 

 

 
 

 
注：実線：計画、破線：現況 
出典：JICA 調査団 

図 3.25 排水流末接続計画 

本件整備範囲境界部 断面計画図 

計画範囲流量 

Q=0.581m3/s 

計画範囲流量 

Q=0.950m3/s 

計画範囲流量 

Q=0.762m3/s 
計画範囲流量 

Q=0.950m3/s 

計画範囲流量 

Q=0.165m3/s 

流末に至る延長 L=350m 

排水施設整備 提言範囲 

現況流末水路 

本件整備範囲境界部 断面計画図 

本件整備範囲 

計画範囲流量 

Q=0.283m3/s 
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ただし、上図に示すように計画範囲内において算出された計画範囲流量を考慮した上で、｢べ｣

国にて整備済み排水施設に対して、流末までの処理能力が妥当であるかについての検証について

は、必要であり、実施を提言する。 

 西側区間整備範囲 流末処理 

西側範囲の路面排水に対する流末は、以下に示すように現況湿地帯へと導水することを、現況

の処理系状態を踏襲し計画した。 
 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.26 排水流末接続計画 

 舗装計画 

 計画方針と設計ワークフロー 

現況交差点部の舗装はインターロッキングブロック舗装であるが、本計画では、先方政府の要

望、及び連続する単路部の舗装構成と従道路（南）の現況舗装がアスファルト舗装であるため、

アスファルト舗装による整備とする。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.27 舗装設計のワークフロー 

 

  

現況の把握 

将来交通量の推定 

 
供用期間の設定 

設計交通量推定 

必要強度（構造指数：SN）の算定 

必要舗装厚の算定 

各舗装厚の決定 

路床支持力の把握/設定（設計 CBR） 

その他条件の設定 

荷重等価換算係数の算出/設定 

18kip 等価単軸荷重（ESAL）の算出/設定 

 
各材料指数の把握 

各層の必要最小厚 

本件により整備される

排水施設 

計画範囲流量 

Q=4.606m3/s 

流末排水エリア 

流末整備施設 

U 型側溝 1500*1400 
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 舗装設計 

 設計手法 

舗装構造は、AASHTO 舗装設計基準に基づいて設計を行うものとする。 
AASHTO 舗装設計基準においては、舗装構造に対する構造指数（Structural Number。以下「SN」

という。）を定めた後、その設計 SN に対応する耐荷能力を有する舗装各層の厚さを求める。 
SN は、以下の経験式により定義される。 

𝐿𝑜𝑔 (𝑊 ) = 𝑍 × 𝑆 + 9.36 × 𝑙𝑜𝑔 (𝑆𝑁 + 1) − 0.20 +
∆

. .

.
( ) .

+ 2.32 × 𝑙𝑜𝑔 (𝑀 ) − 8.07     

ここで、W18：18kip（≒8.16t）等価単軸荷重の予測載荷数、ZR：標準偏差、 

      S0：設計交通量予測及び設計終局供用性指数における交通量予測の際の全標準誤差、 

PSI：初期設計供用指数 P0 及び設計終局供用性指数 Pt との差、 

MR：レジリエント係数（psi）、SN：設計用構造指数 

 設計期間 

18kip 等価単軸荷重の予測載荷数（W18）は、フェーズ 1 の供用開始後の 2024 年から 2043 年の

20 年間を設計期間とした交通量に基づき算出される。 
設計期間については、以下の理由から 20 年間とした。 
 アフリカ諸国において、類似案件では多くの場合 20 年間にて設計が実施されている。 
 AASHTO において、基本となる設計期間は 20 年と記されている。 
 本邦基準（舗装設計便覧）においても、標準設計期間は 20 年と記されている。 

なお、C/P との協議においても、設計期間については 20 年として要請を受けた。 

 将来交通量 

将来交通量推計結果より整備完了から 20 年後までの累積交通量を以下に示す。 

表 3.33 車種別将来交通量の推計（20年） 

（台） 

方向 乗用車 バス トラック トレーラー 方向 乗用車 バス トラック トレーラー 

西→東 172,646,346 1,089,525 2,599,895 7,532,505 東→西 138,814,519 1,037,330 3,321,500 8,621,300 

西→南 91,297,564 187,610 995,720 328,135 東→南 14,649,207 44,530 88,330 44,530 

西→北 1,313,338 0 0 11,315 東→北 900,227 0 21,535 33,580 

方向 乗用車 バス トラック トレーラー 方向 乗用車 バス トラック トレーラー 

南→西 94,786,508 159,505 761,390 193,450 北→西 2,560,680 0 34,310 10,585 

南→東 2,946,257 10,585 22,630 0 北→東 1,358,188 0 10,950 23,725 

南→北 5,476,757 0 10,585 10,585 北→南 2,173,096 0 11,315 0 

出典：JICA 調査団 

 等価単軸荷重係数 

現地調査で実施された軸重調査の結果をもとに、トラック及びトレーラーに対する 1 台当たり

の ESAL 値（Equivalent Single Axle Load）について、下図に示すように実際の交通状況により算定

し、その結果を舗装設計へ反映させた。 

表 3.34 等価単軸荷重係数 

分類 乗用車 バス トラック トレーラー 

軸数   2軸 3軸 4軸 5軸 6軸 7軸 

サンプル数（台） 186 137 69 267 244 83 

平均 ESAL 値 0.9542 1.7809 2.6710 5.4235 6.6832 4.6993 

ベドコ交差点の交通量（台/日） 588 327 113 660 708 0 

採用 ESAL 値 0.0047 0.8338 1.2496 5.8157 

注：平均 ESAL 値＝（Σ（軸重（t）/8.16（t））^4）／サンプル数（台） 
出典：JICA 調査団 
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 等価単軸荷重の予測載荷数 

以下に、18kip 等価単軸荷重の予測載荷数をまとめる。 

表 3.35 等価単軸荷重の予測載荷数 

 本線 従道路 連結側道 

18kip等価単軸荷重 52,720,479 3,429,118 3,814,057 

注：W18＝Σ（設計交通量＊ESAL 値＊DD＊DL）、方向別分布係数 DD＝1.0、車線別分布係数 DL＝0.9 
出典：JICA 調査団 
 

 諸係数の設定 

 標準偏差（ZR） 

標準偏差（ZR）を下表に示す。 

表 3.36 標準偏差（ZR） 

 本線 従道路 連結側道 

信頼性, R（%） 90 85 80 

標準偏差, ZR -1.282 -1.037 -0.841 

出典：AASHTO 舗装設計基準 
 

 設計交通量予測及び設計終局供用性指数における交通量予測の際の全標準偏差（S0） 

アスファルト舗装における設計交通量予測、及び設計終局供用性指数における交通量予測の際

の全標準偏差（S0）は 0.45 とする。 

 初期設計供用性指 P0 及び設計終局供用性指数 Pt との差（ΔPSI） 

初期設計供用性指 P0 、及び設計終局供用性指数 Ptとの差（ΔPSI）を下表に示す。 

表 3.37 初期設計供用性指 P0 及び設計終局供用性指数 Pt との差（ΔPSI） 

 本線 従道路 連結側道 

P0 4.2 4.2 4.2 

Pt 2.5 2.0 2.0 

PSI（P0－Pt） 1.7 2.2 2.2 

出典：AASHTO 舗装設計基準 
 

 レジリエント係数（psi）（MR） 

レジリエント係数（psi）（MR）は、以下の式により求められる。ここで路床土の CBR 値は、

地質調査などの結果より、本計画では、｢8｣と設定する。 

𝐿𝑜𝑔 レジリエント係数(𝑝𝑠𝑖)(𝑀 ) = 1,500 × 𝐶𝐵𝑅 = 1,500 × 8 = 12,000 

 

 路床置き換え及び設計 CBR の設定 

本計画箇所においては、現道拡幅車道部分の改良区間であり現地盤は十分に締め固められてい

るとの判断もあるが、他方で地下水位が若干高い地域でもある。また現況道路より拡幅整備する

範囲も多い。そこで、施工時及び施行後の維持管理に考慮した上で、路床の置き換えにより明確

な地盤構築を行う事により、供用開始後の不測の事態へのリスクを低減する事が望ましいと判断

した。路床の置き換え厚さは、路盤として評価される最低限の 1m を採用する事とした。 
更に、置き換え後の設計 CBR8%については、当地における材料実績などを考慮し設定した。 

 検討結果 

以上の諸条件を基にし、道路種別・機能別に最適な舗装構成を検討した。以下に、検討結果を

示す（詳細は添付資料）。 
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 車道の舗装構成 

表 3.38 本線及びアプローチ区間の舗装構成 

アスファルトコンクリート舗装 

SN 値 5.4    

表層 AS 4 cm 

基層 AS 5 cm 

上層路盤 
AS 安定処理 18 cm 

粒調砕石 20 cm 

下層路盤 切込砕石 30 cm 

舗装 総厚 77 cm 

路床置換層（CBR≂8％） 100 cm 

出典：JICA 調査団 

表 3.39 連結側道、交差点部及び従道路の舗装構成 

アスファルトコンクリート舗装 

SN 値 3.4     

表層 AS 5 cm 

上層路盤 
AS 安定処理 10 cm 

粒調砕石 17 cm 

下層路盤 切込砕石 20 cm 

舗装 総厚 52 cm 

路床置換層（CBR≂8％） 100 cm 

出典：JICA 調査団 

連結側道・交差点部・従道路については、大きく SN 値に差異が無いことと、連続した維持管理

が必要であることを考慮し、同一な舗装構成での計画とすることが望ましい。 

 歩道の舗装構成 

 歩道部及び歩道乗り入れ部の表層厚さ（インターロッキングブロック厚）は、現地におけ

るインターロッキングブロックの調達事情を調査した結果として、調達が容易であり一般

的に採用されている厚さを採用する事とした。 
 サンドマット及び路盤厚については、整備後の維持管理などを鑑みて、周辺細街路にて実

施されている舗装構成をヒアリングより確認した上で、本計画に採用した。 
 交差点北側の細街路整備範囲については、現況舗装構成との連続性及び東西道路交通との

視覚的な差別化の観点より、インターロッキングブロック舗装を採用する事とした。なお、

舗装構成については接続する現況インターロッキング舗装と同一として、維持管理の容易

さに考慮した。 

表 3.40 歩道部の舗装構成 

インターロッキングブロック舗装 

表層 インターロッキングブロック 8 cm 

サンドマット 砂 3 cm 

路盤 切込砕石 20 cm 

舗装 総厚 31 cm 

出典：JICA 調査団 

表 3.41 乗り入れ部及び北側細街路の舗装構成 

インターロッキングブロック舗装 

表層 インターロッキングブロック 11 cm 

サンドマット 砂 3 cm 

路盤 切込砕石 30 cm 

舗装 総厚 44 cm 

出典：JICA 調査団 



ベナン国 コトヌ立体交差建計画 

準備調査報告書（先行公開版） 

3-41 
 

 舗装区分図 

下図に、舗装構成の区分図を示す。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.28 舗装区分図（1/3） 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.29 舗装区分図（2/3） 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.30 舗装区分図（3/3） 
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 道路附帯工計画 

 信号 

本高架橋の下に計画される交差点については、現況のラウンドアバウトよりも交通容量の拡大

を図ることを目的に、信号制御による平面交差点形式とする。 
ベドコ交差点と信号機が設置されている隣接交差点との距離は、下図に示すように東側で約

1.7km、西側で約 2.3kmであり、交差点間の距離は離れている。そのため、本交差点では、他の交
差点の状況を考慮しなくても円滑な交通流を確保できることから、交差点ごとに単独で信号機を

制御する地点制御方式を基本とする。 

 
出典：JICA調査団 

図 3.31 信号機が設置されている隣接交差点 

コトヌ市においては約 41箇所（その内、点灯しているのは約 21箇所程度）の信号機が設置さ
れており、信号制御による平面交差点も数多く存在する。 
本計画では、表 3.42、図 3.32に示す既設、及び市内で数多く設置されている縦型の信号機を設
置する計画とする。また。配置案を図 3.33に示す。 

表 3.42 現況交差点に設置されている信号機 

 
 

既設信号機（1） 既設信号機（2） 

出典：JICA調査団 

ベドコ交差点 

約 2.3 ㎞ 約 1.7 ㎞ 
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出典：JICA 調査団 

図 3.32 信号機構造図（案） 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.33 信号機配置計画（案） 

 

なお、計画にあたっては、信号機の再利用を考えたが、次表に示すよう、信号機の老朽化が見

られたため、本計画においては新設で計画することとした。 

 

 

 

：信号機（タイプ 1）：4 基 

：信号機（タイプ 2）：4 基 

タイプ 2 タイプ 1 
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表 3.43 既設信号機の老朽化状況 

  
信号機本体の老朽化状況 

出典：JICA 調査団 

 街路灯 

現道、及び現況交差点には表 3.44 に示すような連続照明、及び交差点照明が設置されており、

本計画においては、1 灯式が 20 基（設置間隔約 40m）、2 灯式が 6 基（設置間隔約 30m）支障に

なる。現況の街路灯高さは 10m と 12m の 2 タイプが設置されており、本計画南側のウェイホ立体

交差橋での街路灯は、高さ 12m タイプを歩道の側道側に設置し、側道部と立体交差部を照らす方

式としている。そのため、本計画においても図 3.34 に示す連結側道部に高さ 12m の 1 灯式タイ

プを設置し、現道の連続照明、平面交差点部の交差点照明を機能補償することを基本として計画

する。 
また、光源については、既設と同様、維持管理面を考慮し LED 照明とする。 
なお、計画にあたっては、現況照明灯の再利用を考えたが、表 3.45 に示すよう、照明灯の損傷

及び老朽化ならびに故障が見られたため、本計画においては新設で計画することとした。 

表 3.44 現況交差点に設置されている街路灯 

  
街路灯（1 灯式） 既設 LED 照明 

出典：JICA 調査団 

表 3.45 既設照明灯の損傷状況等 

  
電源部の故障・損傷 基礎部の損傷・老朽化 

出典：JICA 調査団 
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表 3.46 街路灯の比較表 

出典：JICA 調査団 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.34 街路灯構造図（案） 

1 灯式 
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 道路安全施設 

高架橋区間の縦断勾配は 5%であり、分合流区間は、現道と縦断が擦りついた地点で発生する。

そのため、高架橋区間での速度抑制対策、及び分合流区間での視認性確保が重要となる。また、

平面交差点部における交差角度は約 66°であるため、各方面の導流路における視認性を確保する

必要がある。さらに、道路標識、区画線、カラー舗装、段差舗装等による注意喚起施設や、防護

柵、壁高欄等の事故被害軽減施設等、交通安全対施設の検討を行う。次表に、本計画における交

通安全施設とその概要を示す。 

表 3.47 本計画における交通安全施設とその概要 

交通安全施設 設置の概要 対策案 

道路標識 

現道に設置されている道路標識は破損もし

くは落書きがされており、本来の機能が発

揮できていない。そのため、新設される道路

構造、及び交通流に必要な情報を提供し、交

通事故を未然に防ぐための規制・危険箇所

への警戒喚起、指示・案内による交通の円滑

化を目的に、整備区間全線にわたり設置す

る。 
 

区画線 

現道は車線境界線、通行方向別通行区分、横

断歩道等の区画線が明示されていないた

め、自動車、バイク、歩行者が輻輳して交通

渋滞及び交通事故が発生していると考えら

れる。そのため、区画線を整備区間全線にわ

たって設置して交通の整流化を図り、交通

渋滞及び交通事故を減少させる。 
 

カラー舗装 

交差点内においてカラー舗装により色分け

し、車線を強調して道路形状を明示するこ

とにより、運転者に進行方向の道路線形を

把握し易くして車両の走行位置を安定させ

る。 

 

段差舗装 

舗装面にセラミック等の骨材やシート状の

素材を塗布し、意図的に段差を発生させた

舗装であり、走行する自動車のドライバー

に音と振動を与えることで、走行速度の抑

制や、注意喚起を図るために設置される。高

架橋の下り勾配部に設置する。 

 

クッション 
ドラム 

分流ノーズには衝撃緩和のためのクッショ

ンドラムを設置する。 
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交通安全施設 設置の概要 対策案 

中央分離帯 
先端壁 

交差点で横断歩道がある場合は、中央帯を

右図に示すように横断歩道部分より突き出

して設置（中央分離帯先端壁）することによ

り歩行者等の安全を確保する。 

 

防護柵+ 
視線誘導標 

L 型擁壁の天端には車、及びバイクが運転操

作ミスにより擁壁下へ転落し、重大事故に

つながらないよう防護柵を設置する。 
また、中央分離帯への誤進入（バイク及び歩

行者）を防ぐため、土工区間の全線に渡り中

央分離帯の内側に防護柵を設置するととも

に視線誘導標（防護柵設置タイプ）を設置す

る。 
 

壁高欄 

橋梁アプローチ部の擁壁設置区間について

車両逸脱を目的として壁高欄を設置する。 

 
出典：JICA 調査団 

 擁壁 

 アプローチ区間 

本線橋梁アプローチ区間の盛土区間は、東→西及び西→東の連結側道を設置するため、両側に

約 4.5m 程度の擁壁が必要となる。擁壁の選定に当っては施工性に優れるとともに、かつ経済性に

優れた帯鋼補強土壁工形式を採用した。
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表 3.48 橋梁アプローチ区間の擁壁比較表 

 
出典：JICA 調査団
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 連結側道（東側）区間 

本計画区間の東側には、下表に示すように路面と沿道の高さに段差があり、本計画の際には沿

道住民のアクセス確保のためのスペースを残す必要がある。 
本計画では、車道端部に擁壁を設置し、歩道と車道を分離する計画として、沿道住民のアクセ

スは、歩道を利用する計画とする。 
擁壁の形式選定に際し、車道内に縦断排水路を設置することから重力式擁壁を基本とする。また、

重力式擁壁の天端には、車、及びバイクが運転操作ミスにより擁壁下へ転落し、重大事故につな

がらないように防護柵を設置する計画とする。図 3.35 に東側区間における標準断面、図 3.36 に

ガードレール構造を示す。 

表 3.49 本計画区間の東側の沿道状況 

  

北側（段差約 50 ㎝） 南側（段差約 80 ㎝） 

出典：JICA 調査団 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.35 東側区間標準断面図 

 

 

 

 

 

 

北側 南側 

防護柵の設置 
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出典：JICA 調査団 

図 3.36 ガードレール構造図 

 バス停 

現況のベドコ交差点周辺に、上下線各 1 箇所（合計 2 箇所）のバス停がある。現在は休止中で

利用されていないとのことであるが、道路占有地（ROW）内でこれらの機能補償を考慮しておく

計画とする。 
今後、事業者等との協議により最終的な位置、構造を決定することとする。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.37 現況のバス停位置図 

 周辺交通への影響 

ベドコ交差点が改良されることにより、周辺の交通容量低下地点が渋滞ボトルネックとして顕

在化する可能性が考えられる。 
最も憂慮されるのは、隣接する交差点であり、具体的にはベドコ交差点西側のスタジアム交差

点と東側のアゴンティコ交差点である。これらについて 2035 年次における交差点飽和度を算出し

たところ、スタジアム交差点は 0.793、アゴンティコ交差点は 1.742 となり、特に東側のアゴンテ

ィコ交差点は渋滞のボトルネックとなる可能性が高いことを示唆している。 
また、東側アプローチ直近（約 500m）のラビ交差点については、交差点の交差角が約 45°と鋭

角であり、交通量が多いにも関わらず無信号交差点であるため、横断交通に対する交通事故など

の発生が懸念される。 
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出典：JICA 調査団 

図 3.38 ベドコ交差点周辺の主要交差点 

一方で、将来交通需要予測の結果によると、当該 2 交差点に限らず増加する交通需要に対して

対策が取られない限り、市内の道路交通状況は大幅に悪化する。従って、当該 2 箇所のみに対策

を実施するだけでは市内道路交通の根本的な円滑化策としては不十分である。また、同箇所の現

況を確認すると、容量低下の要因となりうる状況が散見され、これらは短・中期的な観点での対

策も考えられる。これらの要因及び対策案を次表に示す。 

表 3.50 周辺交通の交通容量低下対策（案） 

場所 容量低下要因と課題 対策（案） 優先度 

スタジアム

交差点 

・交差点上流での折り込み交通（西行きバイク車線

の本線合流と右折交通の折り込み） 

・交差点直近に設置されたスタジアム出入口 

・歩行者による横断 

【短・中期】 

・交差点改良（路面標示の改良、交差点のコンパク

ト化） 

・スタジアム出入口の付替え 

・歩行者横断箇所の適切な整備 
〇 

【中・長期】 

・交差点改良（信号制御、右折レーンの追加） 

ラビ交差点 

・交差点の交差角約 45°（望ましい交差角 

75°もしくはやむを得ない場合の交差角 

60°以上となっていない） 

・多枝交差点となっており、本線への出入り 

交通が輻輳している。 

・交差点内には本線から北側道路への左折交 

通及北側道路から本線への右折が多いに 

も関わらず無信号交差点であり、横断交通 

に対する交通事故などの発生が懸念される。 

・交差点付近のガソリンスタンドの存在 

・従道路の路面状態の悪化 

【短・中期】 

・交差点改良（交差点形状の改良、信号制御） 

・ガソリンスタンドの移設 

・従道路の路面補修 

△ 

【中・長期】 

・従道路の役割を確認した上で接続箇所（道路）の

変更 

アゴンティ

コ交差点 

・流入別、方向別交通流の偏り 

・道路幅の非有効活用 

【短・中期】 

・信号調整（スプリットの調整） 

・信号調整（現示の削減）※交通規制と組合せて実

施 

・交差点改良（交差点のコンパクト化、本線側の直

進 1 車線、交差道路側の左折レーン 2 車線（北

側）、左折レーン 1 車線（南側）の追加等） 

・路面標示による車線確保 

◎ 

【中・長期】 

・交差点立体化 

エトワルル

ージュ交差

点 

・環道交通流の阻害 

【短・中期】 

・路面標示による流入交通の流入位置の明示 

・路面標示による環道交通の整流化、優先順位の明

示 

・路面状態の改善・舗装化 

・歩行者横断箇所の適切な整備 

－ 

【中・長期】 

・大規模交差点改良（立体交差化を含む） 

ベニノワー

ズ交差点 
・交通需要増に伴うラウンドアバウトの容量超過 

【短・中期】 

・交差点改良（信号交差点化） 
－ 

【中・長期】 

・交差点立体化 

注：◎：優先度が非常に高い、〇：優先度が高い、△：優先度が低い、－：判断には別途詳細調査が必要 
出典：JICA 調査団 

スタジアム交差点 

ベドコ交差点 

ラビ交差点 

アゴンティコ交差点 

エトワルルージュ交差点 
ベニノワーズ交差点 
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エトワルルージュ交差点はランドアバウトの径が大きく潜在的な交通容量は大きいため、適切

な交通運用がなされれば、ベドコ交差点改良に伴う影響は当面は無いものと思われる。 
また、ベニノワーズ交差点はベドコ交差点から距離が離れているため交差点改良に伴う影響は

無いと思われる。 
しかしながら、ベドコ交差点改良の効果を最大限発揮させるためにも、またベドコ交差点改良

有無に関わらず将来的な市内の円滑な交通流を確保する意味でも、これらの対策に着手すること

が望ましい。なお、これらの対策の実施に当たっては、詳細な交通量調査を実施する等、交通状

況を把握しつつ具体化を検討する必要がある。尚、ラビ交差点については、従道路側の位置付け

を明確にした上で交差点の在り方を検討することが望ましい。一般的に、細街路を直接、幹線道

路に接続することは避けるべきとされている。ラビ交差点の場合、従道路はいわゆる細街路もし

くはそれに類する機能を持っていると思われ、幹線道路である国際国道に接続させるのが妥当か

慎重に検討する必要がある。 
参考として、以下にスタジアム交差点とアゴンティコ交差点における交差点飽和度の予測結果

と対策案及びラビ交差点の対策案を示す。 

 スタジアム交差点 

フェーズ 2（完成 4 車線化済み：2035 年予測値）時点におけるスタジアム交差点については信

号制御を行い、西行き車線を 1 車線増設するとともに Rue 2650 流入部に右折フリーレーンを設置

することが望ましい。 

表 3.51 スタジアム交差点飽和度の計算結果（信号交差点） 

2035 年予測値交通量図 交差点形状（対策案） 

  
交差点の需要率：0.793  
出典：JICA 調査団 

 アゴンティコ交差点 

フェーズ 2（完成 4 車線化済み：2035 年予測値）時点におけるアゴンティコ交差点については

東西交通量が増加するため、交差点需要率 1.742 となり捌ききれない状況となる。 
そのため、本線側の直進 1 車線、交差道路側の左折レーン 2 車線（北側）、左折レーン 1 車線

（南側）の追加等の交差点改良が考えられる。 

  

国際国道 1 号西行 

Rue 2650 

国際国道 1 号東行 
1 車線増設 

右折フリーレーン

設置 
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表 3.52 アゴンティコ交差点飽和度の計算結果（信号交差点） 

2035 年予測値交通量図 交差点形状（対策案） 

  
交差点の需要率：1.742→0.975  
出典：JICA 調査団 
 

 ラビ交差点 

 

 
出典：JICA 調査団 

図 3.39 ラビ交差点の交通運用と課題箇所 

フェーズ 2（完成 4 車線化済み）時点におけるラビ交差点については、現況よりも交通量が増加

するとともに、本線の走行速度が向上されると考えられる。そのため、交通安全性を確保するた

めに下記に示すよう本線に左折車線を設置するとともに信号交差点処理を行い、北側道路及び南

側道路を本線と直角交差をさせることが望ましいと考えられる。また、その際には本線交通の整

流化を図るために、ベドコフライオーバーの東側アプローチからラビ交差点の影響範囲まで本線

の道路整備（舗装、排水施設等）を行うことが望ましいと考える。 
 

国際国道 1 号西行 

Rue 8.032 

国際国道 1 号東行 Rue 11.076 

直進車

線の追

加 

左折レ

ーン 2

車線の

追加 

左折レ

ーン 1

車線の

追加 

課題①：交差点の交差角約 45°
で横断距離が長いとともに視認
性が悪い。 

課題③：交差点内には本線から北側道路
への左折交通及北側道路から本線への右
折が多いにも関わらず無信号交差点であ
り、横断交通に対する交通事故などの発
生が懸念される。 

課題②：多枝交差点となってお
り、本線への出入り交通が輻輳
している。 
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出典：JICA 調査団 

図 3.40 ラビ交差点改良案 

 概略設計図 

以上の基本計画に基づいて作成した概略設計図を以下に示す。 

表 3.53 概略設計図 

No. 図面内容 枚数 No. 図面内容 枚数 

1 表紙 1 6 右側側道縦断図（1）～（2） 2 

2 本線平面図（1）～（3） 3 7 南側道路縦断図 1 

3 南側道路平面図 1 8 北側道路縦断図 1 

4 本線縦断図（1）～（2） 2 9 標準断面図（1）～（2） 2 

5 左側側道縦断図（1）～（2） 2 10 橋梁全体一般図 2 

出典：JICA 調査団 
 

 施工計画 

 施工方針 

 施工上の基本方針 

本プロジェクトが日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを考慮し、以下に本計画に

おける施工上の基本方針を示す。 

 施工方法、及び工事工程は、現地の気象、地形、地域特性など自然条件、及び対象道路の現

況交通の状況等を反映させ、それに適した計画を立案する。 

 相手国側の維持管理能力を考慮し、供用後に特殊な建設機械や技術を必要としない一般的

な施工方法を計画する。 

 施工計画の策定にあたっては、社会環境、及び交通安全確保に十分配慮する。 

 地域経済の活性化に資するため、現地調達が可能な資機材を最大限に活用する。 

 工事影響範囲にある支障物件は、本体工事開始前までにすべて移設されるが、移設された地

下埋設物や既存家屋と事業目的物が近接施工となる部分もあるため十分配慮する。 

 工事中の交通処理は、東西方向の連結側道を先に完成させ本線の交通をその連結側道へ切

り回すことで立体交差部の工事区間を確保する。 

 沿道へのアクセスは、歩道も含めた連結側道を先に完成させることでスムーズなアクセス

を確保する。 
 

対策③：北側道路及び南側道路
と本線を直角交差に改良。 

対策①：本線上に左折車線を設置。 

対策②：信号交差点に改良。 
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 現交通の切り回し方法 

 以下に現交通の切り回し方法について記述する。 

ステップ１：官民境界側の道路構造物（重力式擁壁等）及び歩道、車道部の施工 

 ステップ 2 において中央分離帯側のアプローチ擁壁、橋台・橋脚・基礎工を施工するために、

現交通を両サイドに切り回す（片側 2 車線を確保）ため、官民境界側の道路構造物（重力式

擁壁等）及び歩道、車道部（片側 2 車線分）を構築する。 
 現交通については西側はそのまま運用、東側の 3 車線区間については 1 車線減少させて 2 車

線運用とする。 
 ラウンドアバウトは現況のまま運用する。 

ステップ 2：フライオーバー区間のアプローチ擁壁、橋台・橋脚・基礎工の施工 

 現交通を両サイドに切り回し、中央分離帯側のアプローチ擁壁、橋台・橋脚・基礎工を施工

する。 
 A1 及び A2 橋台の南側については車道に近接するために、自立式鋼矢板（埋め殺し）を設置

して橋台を施工する。また、P1 及び P2 については車道に近接すること及び掘削深が 3.0m を

超えるため、全面切梁横矢板を設置して施工する。P2 及び P3 橋脚の施工についてはラウン

ドアバウト交差点に影響させないよう切梁横矢板を全面に設置して施工する。 
 また、北側については 3 車線分に内、中央分離帯側の 1 車線分を施工する。 
 ラウンドアバウトは現況のまま運用する。 

  
出典：JICA 調査団 

図 3.41 A1.A2 橋台仮設図 

 
 

出典：JICA 調査団 

図 3.42 P1.P4 橋脚仮設図 
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出典：JICA 調査団 

図 3.43 P2.P3 橋脚仮設図 

 

ステップ 3：フライオーバー区間のアプローチ擁壁、上部工の施工 
 現交通を両サイドに切り回し、中央分離帯側のアプローチ擁壁、上部工を施工する。 
 ラウンドアバウトは現況のまま運用する。 

ステップ 4：交差点部及び北側・南側道路の施工 
 現交通を両サイドで運用する。東行については側道、高架橋に切り回し、平面交差点部（主

に舗装関連）を施工する。 
 交差点の施工に伴い北側・南側道路を施工する。 

ステップ 5：フェーズ 2 の完成 
 北側（西行）は 3 車線運用、南側（東行）は高架 2 車線、側道 2 車線の 4 車線運用。 
 交差点はラウンドアバウトから平面交差点で運用する。
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出典：JICA 調査団 

図 3.44 施工ステップ図（1/3） 
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出典：JICA 調査団 

図 3.45 施工ステップ図（2/3） 
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出典：JICA 調査団 

図 3.46 施工ステップ図（3/3）
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 施工上の留意事項 

 労働基準の順守 

「ベ」国の現行建設関連法規を遵守し、雇用に伴う適切な労働条件や慣習を尊重し、労働者と

の紛争を防止すると共に安全が確保出来るような検討を行う。 

 工事期間中の社会環境配慮 

 工事で発生する廃材は、周辺環境へ影響を与えない適切な場所（「ベ」国公認の廃棄物処分

場等）に運搬し、埋立て等により処分する。 

 工事現場、及び仮設ヤードから発生する汚水は、周辺環境への影響をできるだけ軽減、緩和

するため適切な処理を行う。 

 粉塵や騒音・振動の発生を軽減する対策を行うと共に、月一回のモニタリングを行い、継続

的な状況の把握と改善に努める。 

 工事中の安全確保 

 主要な交差点には、安全設備（バリケード、カラーコーン、回転灯）、及び誘導員を配置す

る。 

 工事車輌の通行が増えるため、工事現場に立ち入り禁止看板や工事案内板を設置し、地域住

民に周知徹底することで、安全確保やトラブルの発生防止を行う。 

 近接施工が想定されるため、適切な計画を作成するとともに、十分に安全に配慮した施工を

実施する。 

 現場の通信手段の確保 

 プロジェクト区間は、携帯電話の利用が可能であるため、工事関係者は携帯電話を所持す

る。 

 交通誘導員に携帯式のトランシーバーを所持させ、一般交通及び地域住民の安全確保を目

的とした交通安全管理体制を確立する。 

 現地慣習の尊重 

施工計画の立案に際し、現地慣習を考慮した作業日程を検討する。 

 交通安全の確保 

安全に留意しながら、道路占有地（ROW）内での効率的で合理的な交通の切り回し計画を検討

する。 

 通関事情 

輸入・荷下し、及び通関手続き等の所要日数を考慮した施工計画を立案する。 

 用地確保 

事前合意、保証金の支払い等が「ベ」国により適切に実施されることを確認する。 

 工程調整 

｢ベ｣国側の負担事項の実施方針を十分に確認し調整する。 

 施工区分 

日本国側と｢ベ｣国側の負担事項の概要を以下に示す。 

 日本側の負担範囲 

 橋梁建設、及び道路改修に係る必要な仮設工事、本体工事 
 仮設施設（ベースキャンプ、事務所、倉庫等）の設置 
 工事に必要な労務、建設資材、及び建設機械の調達 
 工事実施に係る安全管理及び対策 
 実施設計、入札・契約書の作成、入札の補助、及び工事の施工監理、瑕疵検査 



ベナン国 コトヌ立体交差建設計画 

準備調査報告書（先行公開版） 

3-61 
 

 「ベ」国側の負担範囲 

 道路占有地（ROW）の確保、及びベースキャンプ用地の確保支援 

 建設に伴い発生する廃棄物、及び残土の処分のための各種許認可の取得支援 

 土地収用のための費用確保、及び実施 

 支障物件の移設、ならびに移設に伴う｢ベ｣国側監督要員の配置と関連費用の確保 

 資機材の荷揚げ港における速やかな通関手続き、及び免税処置を行うための便宜供与 

 本プロジェクトに従事する日本人の入国、滞在などに対する便宜供与 

 カウンターパートを指名し、その要員と関連費用の確保 

 施工監理計画 

本プロジェクトの実施にあたっては、まず日本国、及び｢ベ｣国の両政府間で本事業の無償資金

協力に係わる交換公文（E/N）の締結が行われ、交換公文締結後、JICA と｢ベ｣国政府が贈与契約

（G/A）を締結することが前提となる。交換公文、及び贈与契約締結後、コンサルタントは JICA
より発給される推薦状を基に、日本の無償資金協力の範囲及び手順に従い、｢ベ｣国政府の実施機

関であるインフラ・運輸省との間でコンサルタント契約を結ぶ。契約の締結後、実施設計、入札

補助業務、及び施工監理を行う。以下にコンサルタント契約に含まれる主な業務内容を示す。 

 実施設計及び入札図書作成段階 

協力準備調査報告書の結果に従い各施設の実施設計を行い、設計図書を作成する。入札業務に

必要な書類を作成し、｢ベ｣国側の承認を得る。 

 入札段階 

入札公示、事前資格審査、入札図書の配布、入札、及び入札評価について「ベ」国側を補助し、

契約交渉について助言等を行う。「ベ」国側と落札者間の工事契約締結に立ち会う。 
実施設計から入札段階に係る要員とその役割分担を次表に示す。 

表 3.54 実施設計から入札段階に係る要員と役割分担 

担当分野 役割分担 

業務主任 実施設計及び入札業務に係る全体総括 

橋梁設計 I（上部工） 橋梁上部工に係る実施設計、入札図書の作成及び入札支援 

橋梁設計 II（下部工） 橋台、橋脚、基礎工に係る実施設計、入札図書の作成 

道路設計 I（道路・排水） 道路本体及び排水施設に係る実施設計、入札図書の作成及び入札支援 

道路設計 II（付帯工） 道路付帯構造物に係る実施設計、入札図書の作成 

道路設計 III（街路灯・信号） 街路灯、信号に係る実施設計 

道路設計 IV（自然条件・支障物件調査） 地形測量及び地盤調査の管理、支障物件と移設計画の確認 

道路設計 V（支障物件移設管理支援） 支障物件移設の管理支援 

環境社会配慮 社会状況調査、IEE 申請手続き及び用地取得手続きの支援 

施工計画/積算 調達計画、及び事業費の見直し、調査価格の整理 

設計照査 実施設計に関する照査 

通訳 通訳（日仏） 

出典：JICA 調査団 

 施工監理体制（コンサルタントの現場監理体制） 

コンサルタントは、施工業者の契約締結後に工事着工指示書を発行し、現地に常駐して施工監

理業務に着手する。施工監理業務では工事進捗状況を｢ベ｣国側に報告するとともに、工業者に対

し作業進捗、品質、安全、支払いに関わる業務及び工事に関する改善提案等を行う。また、現地

日本大使館及び JICA 事務所に対し定期的に報告を行う。さらに、工事完了から 1 年後に瑕疵検査

を行う。 
常駐施工監理者は、無償資金協力の経験を有する土木技術者を派遣する。また、業務主任を工

事段階の節目に派遣し、工事品質管理会議、業務調整及び工事監理を行う。さらに、各工種の専

門技術者を、その工事開始時に派遣し、技術的な齟齬が生じないようにスポット監理を行う。施

工監理に係る要員とその役割を次表に示す。 
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本計画では、構造物（橋梁が対象）に対して 10 年瑕疵保証の制度が適用される。工事完了引き

渡し後 10 年間に発生する可能性ある瑕疵による補修費を保険で救済するために、先方政府は保険

会社に認証を与える役割の監理事務所（Bureau de contrôle）を雇用する。雇用された監理事務所は、

工事着工前、及び各工種着工前に構造物の安全性を確認する目的で、施工業者が作成する施工計

画を照らして設計条件・設計計算・施工図を基準等の適合性をチェックし、保険会社に、リスク

分析、基準の遵守の結果を報告する。 

表 3.55 施工監理に係る要員と役割分担 

担当分野 役割分担 

業務主任 工事を円滑に遂行するための調整業務及び技術的管理 

常駐施工監理 日常管理業務及び工程管理業務 

施工監理技術者（上部工） スポット監理（上部工施工時） 

施工監理技術者（基礎工） スポット監理（基礎工施工時） 

施工監理技術者（舗装工） スポット監理（舗装工施工時） 

施工管理技術者（瑕疵検査） 瑕疵担保検査 

出典：JICA 調査団 

なお、上記の日本人技術者に加えて、常駐監理者を補助する現地傭人による施工監理技術者（上

部工、下部工、基礎工、道路）、事務所の事務員、通訳及び運転手を配置する。 

 品質管理計画 

コンサルタントは施工業者に対し、下表に示す分析・試験の実施を指示し、その結果を品質管

理に反映させる。日本から調達するコンクリート生産プラントについては、工場検査を実施して

品質及び能力を事前に確認する。 

表 3.56 品質管理項目一覧表 

項  目 試験方法 試験頻度 

路盤（砕石） 配合材料  液性限界、塑性指数 配合毎 

   粒度分布  

   骨材強度試験  

   骨材密度試験  

   最大乾燥密度（締固め試験）  

 敷設  密度試験（締固め率） 1 回/日 

プライムコート 
・タックコート 

材料 瀝青材 品質証明書 材料毎 

  保管・散布時の温度・量 配送毎 

アスファルト 材料 瀝青材 品質証明書・成分分析表 材料毎 

 

 骨材 粒度分布 配合毎、1 回/月 

  吸水率 材料毎 

  骨材強度試験  

配合試験  安定度 配合毎 

  フロー値  

  空隙率  

  設計アスファルト値  

  動的安定試験 ジョブミックス 

舗設  

混合時の設定温度 適宜 

敷きならし時の温度 運搬毎 

サンプリング・マーシャルテスト 1 回/日程度 

コンクリート 材料 セメント 品質証明書、化学・物理試験結果 材料毎 

  水 成分試験結果 材料毎 

  混和材 品質証明書、成分分析表 材料毎 

  細骨材 絶乾比重 材料毎 

   粒度分布、粗粒率  
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項  目 試験方法 試験頻度 

コンクリート 材料 細骨材 粘土塊と軟質微片率  

   アルカリ・骨材反応性試験 原石山毎 

 

 

粗骨材 絶乾比重 材料毎 

 
 

粒度分布  

 アルカリ・骨材反応性試験 原石山毎 

 配合試験時  圧縮強度試験 配合毎 

 打設時  スランプ 材料毎 

   空気量 材料毎 

   温度 材料毎 

 強度  圧縮強度試験（7 日、28 日） 材料毎 

鉄筋 材料  品質証明書、引張試験結果 ロット単位 

出典：JICA 調査団 

 資機材等調達計画 

 調達上の留意事項 

本計画に関わる調達上の留意事項は、以下のとおりである。 

 工事工程に無理のない調達計画を立案する。 

 地域経済の活性化に資するため、可能な限り現地生産品を調達する。 

 現地調達が困難な建設資機材については、品質の確実性、調達の容易性、数量の確保性、及

び経済性に留意し、日本または第三国からの調達を検討する。 

 日本または第三国調達品は、コトヌ自治港に荷揚げする計画とする。内陸輸送建設機械につ

いてはトレーラー輸送、一般貨物（資材）についてはトラック輸送とする。 

 日本から「べ」国への一般的なルートは日本（横浜/神戸港）→南アフリカ（ダーバン）港

→アンゴラ（ルアンダ港）→「ベ」国（コトヌ自治港）で約 40 日間を想定する。 

 建設資材 

現地調査の結果から、主要な建設資材の調達区分は下記方針に基づき次表のとおり計画した。 

 可能な限り現地生産品を調達する。 

 輸入品が「ベ」国の市場に恒常的に流通している場合は、これを調達する。 

 現地調達が困難な資材については、本邦または第三国からの調達とする。調達先について

は、価格、品質及び納期等に留意して決定する。 

表 3.57 主要資材の調達区分 

出典：JICA 調査団 

資材名称 
調達区分 

備  考 
現 地 日 本 第三国 

＜一般資材＞     

盛土材 ●    

路盤用骨材 ●    

コンクリート用骨材 ●    

セメント ●    

鉄筋  ●   

アスファルトコンクリート合材 ●    

鋼製型枠  ●   

＜橋梁用資材＞     

PC 鋼線  ●   

伸縮装置  ●   

定着装置  ●   

支承  ●   

架設用移動作業車  ●   
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 建設機械 

現地調査の結果から、現地大手の建設業者はほとんどの道路用建設機械を所有しておりリース

も可能である。なお、橋梁桁架設用の大型クレーン、及び杭掘削機械類は、現地にないため海外

から調達する必要がある。 
以上から、主要な建設機械の調達区分は次表に示すとおり計画した。 

表 3.58 主要な建設機械の調達区分 

機械名称 規格・諸元等 
調達先 

備考 
現地 日本 第三国 

［道路建設機械］ 

ブルドーザー 3t～21t ●    

バックホー 0.28m3～1.6m3 ●    

ホイールローダー 2.1m3 ●    

クローラーショベル 1.8～1.9m3 ●    

モーターグレーダー 3.1m ●    

ロードローラー マカダム 10t-12t ●    

振動ローラー 0.8t～1.1t、3t～4t、 ●    

タイヤローラー 8t～20t ●    

タンパ 40kg～100kg ●    

フィニッシャ- 1.4m～3.0m、2.4m～6.0m ●    

ディストリビューター 6000l ●    

ラインマーカー ハンドタイプ ●    

コンクリートカッター  ●    

生コン車 5500l～6000l ●    

コンクリートブレーカー 20kg～1300kg ●    

コンプレッサー 3.5m3～5.0m3 ●    

ダンプトラック 10t ●    

セミトレーラー 15t～30t ●    

トラッククレーン 11t～25t ●    

クローラークレーン 50t～80t  ●   

コンクリートプラント 30m3/h  ●   

杭掘削機械 最大掘削径 1,500mm  ●   
出典：JICA 調査団 

 砕石場、土取り場、土捨て場の候補地 

本建設工事で必要となる材料は、コンクリート用の砂及び骨材、路盤材、盛土材である。コン

クリート用砂の採取場は、ベドコ交差点から西へ 10km 地点にあるデコンベ及びベドコ交差点か

ら北へ 20km 地点にあるアカサトの 2 箇所が候補地となる。コンクリート用骨材及び路盤用骨材

は、ベドコ交差点から北へ 160km 地点にあるダン近郊が候補地となる。盛土材は、ベドコ交差点

から西へ 40km地点にあるウィダー及びベドコ交差点から東へ 40km地点にあるデジェグベの 2 箇

所が候補地となる。 
以上について次表にまとめた。なお、各候補地の材料はサンプリングを実施し、基準に適合す

るか確認のため現在土質試験を実施中である。 

表 3.59 砕石場・砂採取場・土取場・土捨場の候補地及びベドコ交差点までの距離 

名 称 採取候補地 材 料 用 途 ベドコ交差点までの距離 

砕石場 ダン 骨材 コンクリート用骨材及び路盤材 ダンから 160km 

砂採取場 
デコンベ 
アカサト 

川砂 コンクリート用砂 
デコンベから 10km 
アカサトから 20km 

土取場 
ウィダー 
デジェグベ 

シルト系砂 盛土材 
ウィダーから 40km 
デジェグベから 40km 

出典：JICA 調査団 
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本建設工事から発生する廃材（旧舗装材、コンクリート廃材）、残土などの土捨場は、ベドコ

交差点から西へ 40km 地点にあるコトヌ市指定の LES 廃棄物処分場となる。同処分場はコトヌ市

を含む周辺 5 つの市による共同運営であり、面積約 8ha、受入れ廃棄量平均 300 トン/日と大規模

な施設である。各候補地の位置を以下に示す。 
 

 
出典：JICA 調査団、Google Earth 

図 3.47 砕石場候補地位置図 

 

 
出典：JICA 調査団、Google Earth 

図 3.48 砂採取場・土取場・土捨場候補地位置図 

  

ダン 

アカサト 

デコンベ 

LES 廃棄物処分場 

ウィダー 

デジェグベ 
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表 3.60 砂採取場・土取場・土捨場候補地状況写真 

  

アカサト（砂採取場） デコンベ（砂採取場） 

  

ウィダー（土取場） LES 廃棄物処分場（土捨場） 

  

ダン（石切り場） ダン（骨材プラント） 

出典：JICA 調査団 

 仮設ヤード候補地 

仮設ヤードとしては、ベドコ交差点にあるトヨタと教会の間から奥へ広がる平地（私有地）が

最適な候補地となる。同候補地は、現在 AML 社（建機レンタル会社）によってリースされてお

り、同社保有のトラック類の駐車場として使用されている。敷地面積は約 4ha、敷地内の造成地は

奥まで広がっており、本仮設ヤードとして十分な広さである。同候補地の位置を下図に示す。 

 
出典：JICA 調査団、Google Earth 

図 3.49 仮設ヤード候補地位置図 

ベドコ交差点 

トヨタ店舗 

教会 

仮設ヤード候補地 
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表 3.61 仮設ヤード候補地状況写真 

  
候補地（中央から北側方向） 候補地（中央から南側方向） 

出典：JICA 調査団 

 初期操作指導・運用指導等計画 

本計画では該当なし。 

 ソフトコンポーネント計画 

本計画では該当なし。 

 実施工程 

閣議（A 国債）は、実施設計として 2020 年 2 月、本体として 2020 年 10 月を想定している。実

施工程表（案）を次表に示す。想定する全体工期は、実施設計、入札関連（約 12 カ月間）、及び

建設工事（約 25 カ月間）で合計約 37 カ月である。 

表 3.62 実施工程 

年度 0 1 2 3 4 5 

項目         （四半期） 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 

実

施

設

計 
･

入

札 

現地調査                       

国内作業                       

入札                       

計                       

施

工 

準備工                       

東西方向の道路拡幅工                       

高架橋工                       

交差点及び南北方向の

道路拡幅工 
                      

計                       

相

手

国

負

担

事

項 

EIE の承認                       

地下埋設物の移設・ 
支障物件の撤去 

                      

土地収用                       

出典：JICA 調査団 

計 12 カ月 

計 25 カ月 
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 安全対策計画 

本計画では該当なし。 

 

 我が国の無償資金協力事業における一般事項 

｢ベ｣国側分担の一般事項について、両国間で合意された協議議事録において既に確認された内

容を以下に既述する。 
 建設の開始までに、事業の実施に要する用地を確保する。 
 認証された契約に基づく製品・サービスの供給に関して、受入国で生ずる関税、国内税及

びその他の公課を日本国民に対して免除する。 
 認証された契約に基づく製品、サービスの供給に関して、事業実施のために受入国に入国

し、または、滞在する日本国民に対し、それに必要な便宜を供与する。 
 ｢ベ｣国環境社会配慮手続き及び必要となる調査を完了する。 

 本プロジェクト固有の事項 

無償資金協力として求められる一般的負担事項以外の本プロジェクト特有の相手方負担事項を

以下に示す。 

 地下埋設物の移転 

本プロジェクト実施範囲には、複数の電気、水道、通信線が存在するため、各関係機関と移設

計画を検討するとともに、プロジェクトの本工事の入札図書配布までに移設工事が完了するよう

に予算確保や移設工事の管理を行う。 

 用地の確保、既専有物の撤去・移設 

本プロジェクト実施範囲では、同時期に米国による援助であるミレニアムチャレンジアカウン

ト（MCAII）による電力供給改善事業が計画されているので、同事業との調整を行う。 

 本計画区間沿線住民への事業説明会の実施 

本プロジェクトの実施が公式に決定される交換公文の調印後、速やかに沿線住民もしくはその

代表者を集めて、工事中の安全管理対策、騒音対策及び施工法等について周知徹底させるため、

事業説明会を実施機関主体で実施することを要望する。 

 交通安全対策 

工事中に交通整理員の指示に従うように、道路利用者への周知徹底を要望する。 

 工事中の不都合の通知の徹底 

工事期間中による通過交通への不都合が多く予想されるため、テレビ、ラジオ、新聞等の広報

メディアを通して、道路利用者に工事中の不都合の通知を徹底するとともに、道路利用者への啓

蒙活動を要望する。 

 10 年瑕疵保険への対応 

本プロジェクトの橋梁部分については 10 年瑕疵保険が適用されるため、監理事務所（BCT）を

雇用するとともに、保険会社と契約を行う。 
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プロジェクト実施後の施設の維持管理に関して、以下の維持管理業務が必要となる。 

 日常的維持管理 

通年、特に雨期明けに必要となる補修等の作業を以下に示す。 
 道路表面のパッチング 
 必要に応じた路盤の補修 
 排水側溝の掃除 

 定期的維持管理 

 路盤補修 
 オーバーレイ 
 構造物の補修 
 橋梁伸縮装置交換 

 

 協力対象事業の概略事業費 

 「ベ」国側負担経費：約 1,523 百万 CFA（約 293百万円） 

表 3.63 「ベ」国側負担経費 

項目 金額（百万 CFA） 

① EIA 審査費用 25 

② EIA 更新費用（モニタリング含む） 152 

③ 用地取得に係る費用 287 

④ 支障物件撤去に関する費用 1,000 

⑤ AP 発行に関する費用 20 

⑥ 維持管理費（1 年あたり） 39 

 合計（百万 CFA） 1,523 

合計（百万円）  293 

          出典：JICA 調査団 

 積算条件 

積算時点は 2019 年（令和元年）6 月、積算条件は以下のとおりである。 

 為替レート 

 ユーロ対日本円 : 1 EUR = 126.22 円 

 ユーロ対現地通貨（CFA フラン） : 1 EUR = F.CFA 655.957（固定レート） 

現地通貨（CFA フラン）対日本円 : 1 F.CFA = 0.19242 円 

 第三国通貨（米ドル）対日本円 : 1 USD = 111.95 円 
 

 施工期間 

国債による工事とし、実施設計、入札補助業務及び工事に必要な期間は、実施工程に示した 37 
カ月とする。 

 運営・維持管理費 

本計画で整備される対象道路に対する主な維持管理業務は次表に示す日常・定期整備であり、

プロジェクト完了後の維持管理費（年平均換算）の円換算額は約 7.5 百万円と推定される。これは

｢ベ｣国の 2017 年に予算執行された維持管理費約 1,260 百万円の 0.6%に相当し、この負担額は｢ベ｣

国にとって十分実施可能な規模と考えられる。 
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表 3.64 主な維持管理項目と費用 

（1CFA= 0.19242 円） 

形態 サイクル 維持管理内容 仕様 単位 作業量 単価（CFA） 回数 費用（千円） 

日常 毎年 

パッチング 全舗装面積の 1% m2 359 9,540 15 9,885 

路盤補修 全舗装面積の 1% m2 359 23,598 15 24,452 

路肩補修 歩道面積の 1% m2 104 9,601 15 2,882 

構造物の清掃 側溝延長の 5% m 164 60 15 28 

小計－I     37,247 

定期 

5 年目 

路盤補修 全舗装面積の 2% m2 718 91,968 3 38,118 

オーバーレイ 全舗装面積の 2% m2 718 45,748 3 18,961 

構造物の補修 側溝延長の 1% m 33 87,922 3 1,675 

小計－II     58,754 

20 年目 橋梁伸縮装置交換 m 15 35,370,128 1 6,806 

 小計－Ⅲ     6,806 

日常・定期整備の合計－Ⅳ（I＋II＋Ⅲ） 102,808 

運営・管理費 III の 10% 式 － － － 10,281 

合計（A） 113,089 

1 年当たり費用（A/15 年） 7,539 

出典：JICA 調査団 

 

協力対象事業を円滑に実施し、事業効果を十分に発現・持続させるため「ベ」国側が特に留意

すべき事項は次のとおりである。 

 移設工事の完了 

MIT が各種関係機関を主導して移設計画を策定するとともに、本プロジェクトの入札図書配布

までに移設工事の完了が確実に見込めるよう管理を行う。 

 交差点南西側の事業所 (CFAO) へのアクセス確保 

交差点南西側の事業所 (CFAO)は、入出構のための大通りに面した通用門３か所の全てを失う

ことになるため、大通りから南側に迂回して仮門に至る未舗装道路を整備して使用可能な状態に

する必要がある。同費用は、支障物の移設工事を行う現地施工会社の工事費に計上する必要があ

る。 

 免税、通関手続きの迅速化 

本計画の実施が公式に決定される交換公文の調印後、速やか且つ確実な免税・通関に関連する

組織・機関への MIT による働きかけを実施する。 

 本計画区間沿線住民への事業説明会の実施 

本計画の実施が公式に決定される交換公文の調印後、速やかに沿線住民もしくはその代表者を

集めて、事業説明会を MIT 主体で実施する。 

 交通安全 

工事中に交通整理員の指示に従うように、運転手へ周知徹底する。 

 工事中の不都合の通知の徹底 

工事による通過交通への不都合が予想されるため、ラジオ等の広報メディアを通して、道路利

用者に工事中の不都合の通知を徹底する。 

 10 年瑕疵保険 

監理事務所（BCT）による外部監理が工事工程に影響を与えないよう、MIT が前広な工程管理

を実施する。 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 4 章 プロジェクトの評価
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第 4 章 プロジェクトの評価 

 
「ブ」国側分担に関するプロジェクト実施の前提条件は、次のとおりである。 
・ 日本にある銀行と銀行取極め（Banking Arrangement：B/A）を贈与契約（Grant Agreement）

調印後 1 ヶ月以内の締結 
・ B/A を締結した日本の銀行に対する、支払手続きの執行権を当該銀行に授与する旨の支払

授権 (Authorization to Pay：A/P)をコンサルタント契約締結後に１ヵ月以内の発行 
・ 本プロジェクトに必要となる EIA の承認は、本体工事 G/A 調印までに取得 
・ RAP に基づき本体工事における PAPs に対して適正な補償、移転を本体工事開始前までに

実施 
・ 本体工事に支障となる埋設支障物（電気、水道、通信）と電力架空線等の施設は、工事入札

前までに移設完了 
・ 本体工事に必要となる仮設ヤード用地の借用、土取り場用地等について、地権者の了解を

得るための支援 
・ 本体工事に必要となる免税措置、及び日本国、第三国からの輸入品について、迅速な関税

手続きの実施促進 
・ 本体工事中の交通処理・誘導、安全管理に関する支援 
・ 本体工事実施中、周辺住民及び他の第三者との問題が生じた場合、解決に向けた協議と支

援 

 
プロジェクトの効果を発現・持続するため、「ブ」国側が取り組むべき事項を以下に列記する。 
・ 仏国圏特有の構造物に対する 10 年瑕疵保険に対して、「ブ」国側の負担で、また発注者と

して監理事務所を雇用し、保険会社と保険契約を結ぶことになる。監理事務所が実施する

本プロジェクトに対する審査が、本体工事の進捗に影響しないように計画的な実施対応が

必要である。 
・ 工事完了後は、円滑な交通を保つだけでなく、橋梁や道路構造物の耐用期間を伸ばすため、

｢べ｣国による維持管理が速やかに必要となる。維持管理業務は日常維持管理や障害物除去、

清掃等を実施するとともに、定期点検を確実に行い、橋梁及び道路構造物に損傷が見られ

た場合は、早期に適切な補修を行うことが肝要となる。したがって、維持管理、及び補修

に必要とされる要員・予算を十分に確保し、継続的に維持管理を実施することが条件とな

る。 

 
本プロジェクト全体計画の効果を発現・持続するために「ブ」国側が取り組むべき外部条件を

以下に示す。 
・ 東側の流末までの排水側溝について、プロジェクト範囲外の既存排水側溝を新規排水側溝

に置き換えて流末である水路まで本プロジェクト完了する前までに完工することが必要で

ある。 
・ 将来需要予測結果を鑑み、短期・中期・長期的な視点で交通施策を推進する必要がある。

短期的には、隣接交差点の改修、及び立体交差化、漁業通りの改修、中・長期には、公共交

通の転換、北部バイパスの実現などが挙げられる。 
・ 維持管理、及び補修に必要な予算を配賦する道路基金（FR）の他に、別の組織としてベナ

ン道路インフラ会社（Société des Infrastructures Routières du Bénin。以下「SIRB」という。）

が大統領府に設立されている。FR と SIRB の役割のデマケを明確にするとともに、それぞ

れの歳入と歳出の透明性を確保し、国家の資産であるインフラ構造物の価値を維持するた

めに適切に維持管理していくことが重要である。 
・ ネットワークのモデル範囲については、コトヌ市周辺からの流入出及び市域の通過を考慮

できるよう、コトヌ市に加え周辺道路を含むよう設定した。 
・ 周辺を出発地または到達地とする交通は、主要幹線道路を利用することとした。 
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4－4－1 妥当性 

（1） 裨益対象 

・ プロジェクトの直接裨益効果は、「ベ」国経済の中心都市であり、国全体平均よりも極め

て高い人口密度を示すコトヌ市の住民である約 68 万人1の一般国民に対してである。 

（2） 住民の生活改善 

・ 本プロジェクト実施により渋滞が緩和され、物流や人の移動が円滑となり、国内及び西ア

フリカ地域全体の物流円滑化への寄与が大きく期待される。 

・ また、ベドコ交差点の朝と夕方のピーク時の渋滞を避けるため、早朝に出勤し、夜遅く帰

宅していた通勤層の生活が改善されることが期待される。 

（3） 中・長期計画との整合 

・ 「べ」国は、2016 年 10 月に「政府行動計画」（PAG：Programme d` Action du Gouvernement 
2016-2021）が閣議決定され、「輸送インフラ強化」を重要戦略に揚げ、経済の構造改革推

進、インフラセクターの開発、輸送・ロジスティクス・商業インフラの強化などを重点的

に進める政策が打ち出されており、本プロジェクトの完成による意義は高い。 

（4） 我が国の援助政策・方針との整合 

・ 「ベ」国は、我が国の支援による西アフリカ「成長の環」広域開発における重要なアビジ

ャン・ラゴス回廊（東西国際回廊：国際国道 1 号線）上の重要通過地であり、内陸部を結

ぶコトヌ・ニアメ回廊（南北国際回廊：国際国道 2 号線）の起点となっており、対アフリ

カ政策においても重要な位置付けにあることから、援助政策・方針に合致している。 

4－4－2 有効性 

（1） 定量的評価 

本プロジェクトの実施により期待される定量的効果を下表に示す。プロジェクト実施前の基準

年とプロジェクト完成 3 年後を目標年としたそれぞれの基準値、及び目標値を設定する。 

表 4.1 定量的効果 

指標名 
基準値 

（2019 年実績値） 

目標値（2026 年） 

【事業完成 3 年後】 

旅客数（人/日）注 1 553,000 599,000 

貨物量（トン/年）注 2 8,774,000 10,214,000 

走行時間（分）注 3 14 3 

交差点飽和度（％）注 4 1.009 0.862 

注 1：ベドコ交差点を通過する自動車及びバイクを対象 
注 2：各年にベドコ交差点を通過する推定トラック台数に対して、トラック 1 台当たりの輸送量 13.5 ト

ンを乗じた値（コトヌー港取扱貨物量のうち、ベナンを含むニジェール、マリ、ブルキナファソの

内陸国への貨物量を基に JICA 調査団が推定） 
注 3：スタジアム交差部からベドコ交差部（約 1.8km）の夕方ピーク時（17:00〜19:00）の数値 
注 4：朝方ピーク時（6:00〜9:00）の飽和度（飽和度 1.0 は交差部内でスタックしている状態） 
出典：JICA 調査団 

（2） 定性的評価 

本プロジェクトの実施により定性的効果は、以下のとおりである。 
・ 交差点を立体交差化することにより大型貨物車両の交通流を確保し、物流の円滑化により

輸送コスト低減に寄与する。 

・ 旅客や物流の安定性、速達性が確保されることにより、コトヌ市内のアクセスが向上し、

地域社会・経済活性化に寄与する。 

・ 車両とバイク、及び歩行者との交錯が減少することによる交通事故が減少する。 

 

 
1 出典 : Effectifs de la POPULATION des Villages et Quartiers de Ville du Benin (RGPH-4, 2013), 
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資料 1．調査団員氏名、所属 

表 A-1.1 調査団員氏名 

 

担当 氏 名 所属先 

総括/団長 川原 俊太郎 JICA 社会基盤・平和構築部 運輸交通・情報
通信グループ 第一チーム 

計画管理 和地 敬 JICA 社会基盤・平和構築部 運輸交通・情報
通信グループ 第一チーム 

業務主任/道路計画 1 清水 伸晴 株式会社アンジェロセック 

副業務主任/道路計画 2 久田 慎 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

交差点設計 
/交通運用計画（前任） 寒川 雅樹 大日本コンサルタント株式会社 

交差点設計 
/交通運用計画（後任） 高城 信彦 大日本コンサルタント株式会社 

橋梁設計（上部工） 緒方 純二 株式会社アンジェロセック 

橋梁設計（下部工） 秋庭  司 大日本コンサルタント株式会社 

信号・照明設計 森田 秀明 株式会社アンジェロセック 

道路・舗装設計 
/排水設計 前田 武始 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

交通量調査/予測 遠藤 蔵人 首都高速道路株式会社 

附帯工設計 富田 学 大日本コンサルタント株式会社 

施工計画/積算/ユーティリテ
ィ/防護・移設計画 

古賀 功次 株式会社アンジェロセック 

自然条件調査 
/支障物件調査 斎藤 春佳 株式会社アンジェロセック 

高圧送電線移設 
/防護計画 大村 弘 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル

（補強：有限会社早川技術士事務所） 

環境社会配慮 吉田 豪 大日本コンサルタント株式会社 

環境社会配慮 中村 純 大日本コンサルタント株式会社（自社負担） 

CIM1 和泉 繁 大日本コンサルタント株式会社 

CIM2 神原 由紀 大日本コンサルタント株式会社 

通訳 生熊 恵美 株式会社アンジェロセック 
（補強：㈱ジャパンクリエイト） 

通訳 保坂 清人 株式会社アンジェロセック 
（補強：㈱フランシール） 

設計照査 中岡 和伸 大日本コンサルタント株式会社 

出典：JICA 調査団 



 

 

 

 

 

 

資料 2. 調査行程



 

 

資料 2．調査日程 

 

出典：JICA 調査団 

図 A-2.1 調査日程（第 1次現地調査） 



 

 

 
出典：JICA 調査団 

図 A-2.2 調査日程（第 2次現地調査）



 

 

出典：JICA 調査団 

図 A-2.3 調査日程（第 2.5 次現地調査） 

 
 

出典：JICA 調査団 

図 A-2.4 調査日程（第 2.6 次現地調査） 



 

 

 

出典：JICA 調査団 

図 A-2.5 調査日程（第 3次現地調査）  

 
 

出典：JICA 調査団 

図 A-2.6 調査日程（第 4次現地調査） 

 

 



 

 
 

 

 

 

 

資料 3. 関係者（面談者）リスト



 

 

資料 3．相手国関係者リスト 

本調査のカウンターパートであるインフラ・運輸省及び本調査期間中に面会した関係者を以下

に示す。 

表 A-3.1 相手国関係者リスト 

組織/Organzation 名前/Name 役職/Title 

インフラ・運輸省/Ministère des Infrastructures et des Transports（MIT） 

 Roch Célestin HOUNDJE 次官/Secrétaire Général du Ministère 

インフラ総局/Directions Générale des Infrastructure（DGI） 

  Jacques AYADJI 局長/Directeur général 

  Arsène B. SOGLO 
副局長/Directeur Général Adjoint des 
Infrastructures 

新規工事部 
Direction des Travaux 
Neufs（DTN） 

Ismaël Gado AMADOU プロジェクト室長/Chef de Projets 

  N. Francois SENOU プロジェクト担当 

インフラ管理・モニタリ
ング部 
Direction de la Gestion et 
du Suivi des Infrastructures
（DGSI） 

Sylvain AVOTRICAN 部長/Directeur 

環境社会評価課 
Service des Évaluations 
Environnementales et 
Sociales（SEES） 

Justin NATTA プロジェクト担当 

国立土木中央試験研究所/Centre National d’Essai et de Recherches des Travaux publics（CNERTP） 

  Raphael Comlan MOUSSOUGAN   

  Rodolphe S. AVOGBANNANON   

  AMMOUSSOU Eloi Virgile Directeur Administratif et Financier 

  SOUNOU Ferdinand Directeur Commercial 

  AVOGBANNANON Radolphe Chef service génie civil 

  MONTEIRO Wilfried Chef projet 

国立道路安全センター/Centre National de Sécurité Routière（CNSR） 

  Cariel KIKI   

ベナン気象庁/Agence Nationale de la Météorologie（METEO BENIN） 

  Félicien CHEDE 
部長/Directeur de la Climatologie et de 
l'Agrométéologie 

  OLODO Franck 担当者 

生活環境・持続開発省/Ministère du Cadre de Vie et du Développement Durable（MCVDD） 

  José TONATO 大臣/Ministre 

  Adam PINTO 副官房長/Directeur Adjoint de Cabinet 

  Olga PRINCE-DAGNON 総局長/Directrice générale 

ベナン環境庁/Agence Béninoise de l'environnement（ABE） 

  François-Corneille Kêdowidé 局長/Director Général 

   



 

 

組織/Organzation 名前/Name 役職/Title 

生活環境・国土開発庁/Agence du Cadre de Vie pour le Développement du territoire（ACV-DT） 

  Moise ATTAKPA プロジェクトチーフ/Chef projet 

  Antoine UNTERSINGER 
Project Asphaltage/コトヌ市舗装プロジェク
ト担当（Louis Berger 所属） 

経済財務省/Ministère de l'Économie et des Finances（MEF） 

税務総局 
Direction Générale des 
Impôts 
（GDI） 

Brice SEGNI 
部長/Directeur de la mission fiscale des 
régimes d'exception 

コトヌ市/Mairie de Cotonou 

  Isidore GNONLONFOUN Maire/市長 

  Hinde Gbeginou  技術アドバイザー 

ベナン電力エネルギー公社/Société Béninoise d'Energie Electrique（SBEE） 

  Wilfred ADJAMASSOUHON 
エンジニア/Ingénieur génie électrique option 
Electrotechnique et réseaux 

  Abel C. OUEHA   

  Thomas GODOUI   

  LANLOKOU Cyriaque エンジニア/Technicien 

ベナン水道公社/Société Nationale des Eaux du Bénin（SONEB） 

  Henri KPEHOUNTON   

  Djaffo ATACORA   

  F. Jean-Darius OUINSOU   

  Mathieu MEDJA   

  DOMINGO Cyriaque Chef entretien réseau d'eau de cononu 

ベナン通信公社/BENIN TELECOM 

  Joachim EZIN 課長/Chef Service Etudes et Planification 

  A. Rene HOUNKONNOU   

  DOSSOU-YOVO Wilfried   

ミレニアムチャレンジアカウント 2/Millennium Challenge Account-BENIN II（MCA2） 

  Oswald Gbetondji ACCLASSATO Construction Project Manager 

 Melvine  AHOUISSOUSSI Distribution Specialist 

AFFRICAIE DE ASSURANCES SA. 

 Gilles Christel OUENDO Chef Bureau Direct Siège 

NSIA   

 Fabrice FANOU-ZIAKA Producer 

BOLLORE   

 Modeste A. ABIALA Sales Director 

Prosign   

 BERRUTI Tommaso Administrator 

コトヌ自治港/Port Autonome de Cotonou 

 Jan Louis M. DEVOGHT Technical Director 

SOFRECO   

 Ahmed KHATTAB Chief of Mission 

Cegelec   

 Hicham EL MGHARI IDRISSI Chief of Agent 



 

 

組織/Organzation 名前/Name 役職/Title 

パリ空港公団/Aéroport de Paris（ADP） 

  Gilles HENOT Project Director 

在ベナン日本大使館 

 小西 淳文 特命全権大使 

国際協力機構/Japan International Cooperation Agency （JICA） 

ベナン支所/Benin office 
笹館 孝一 
Koichi SASADATE 

支所長/Représentant Residént 

 
川邉 りつ子 
Ritsuko KAWABE 

企画調査員（インフラ整備）/Conseillère 
en Formulatio des Projet 

 Benjamn MORERE ナショナルスタッフ 

出典：JICA 調査団 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

資料 4. 収集資料リスト



 

 
 

資料 4．収集資料リスト 

表 A-4.1 資料収集リスト 

番号 名   称 
形  態 

図書・ビデオ 
地図･写真等 

オリジ
ナル・ 
コピー 

発行機関 
発行
年 

1 
PROGRAMME D’ACTIONS DU 
GOUVERNEMENT 2016-2021 

報告書 
アクションプラ

ン 

ソフト 
コピー 

PRESIDENCE DE LA 
REPUBLIQUE DU 

BENIN 
2016 

2 
Autoponts « Toyota » et « la Béninoise » à 
Cotonou, Note sur l’évaluation économique 

報告書 
ソフト 
コピー 

EFFAGE 2015 

3 Code du travail, Loi n°98-004 du 27 janvier 1998 
図書 

労働法 
ソフト 
コピー 

Gouvernement de la 
République du Bénin. 

1998 

4 

TRAVAUX DE CONSTRUCTION DU PONT A 
TOVEGBAME AU PK 28 SUR LA ROUTE 
AKPRO-MISSÉRÉTÉ - ADJOHOUN –
KPÉDÉKPO Vol 1, 2, 3, 4, 5 

報告書 
詳細設計 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
TRAVAUX PUBLICS 

ET DES 
TRANSPORTS 

2016 

5 

TRAVAUX DE CONSTRUCTION DU PONT A 
TOVEGBAME AU PK 28 SUR LA ROUTE 
AKPRO-MISSÉRÉTÉ - ADJOHOUN –
KPÉDÉKPO, Etude d’Impact Environnemental et 
Social 

報告書 
環境社会配慮 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
TRAVAUX PUBLICS 

ET DES 
TRANSPORTS 

2016 

6 

DOSSIER D’APPEL D’OFFRES POUR LA 
PASSATION DU MARCHE DE TRAVAUX DE 
CONSTRUCTION D’UN PONT A 
TOVEGBAME AU PK 28 SUR LA ROUTE 
AKPRO MISSERETE-ADJOHOUN-
KPEDEKPO, Volume 1, Volume 2 

入札図書 
 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
TRAVAUX PUBLICS 

ET DES 
TRANSPORTS - 

DIRECTION 
GENERALE DES 

TRAVAUX PUBLICS 

2016 

7 

DOSSIER D’APPEL D’OFFRES POUR LA 
PASSATION DU MARCHE DE TRAVAUX DE 
CONSTRUCTION D’UN PONT A 
TOVEGBAME AU PK 28 SUR LA ROUTE 
AKPRO MISSERETE-ADJOHOUN-
KPEDEKPO, Dossier Plans 

入札図書 
図面 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
TRAVAUX PUBLICS 

ET DES 
TRANSPORTS - 

DIRECTION 
GENERALE DES 

TRAVAUX PUBLICS 

2016 

8 

DOSSIER D’APPEL D’OFFRES POUR LA 
PASSATION DU MARCHE DE TRAVAUX DE 
CONSTRUCTION D’UN PONT A 
TOVEGBAME AU PK 28 SUR LA ROUTE 
AKPRO MISSERETE-ADJOHOUN-
KPEDEKPO, Dossier d’évaluation des travaux, 
Estimation Confidentielle des travaux 

入札図書 
事業費 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
TRAVAUX PUBLICS 

ET DES 
TRANSPORTS - 

DIRECTION 
GENERALE DES 

TRAVAUX PUBLICS 

2016 

9 

REALISATION D’ETUDES SPECIFIQUES 
DANS LE SECTEUR DES TRANSPORTS AU 
BENIN, LOT N°1 - SECTION 1: ETUDE DE LA 
ROUTE OUIDAH - POMASSE - AVAKPA - 
ALLADA - GOVIE - RNIE2 
Rapport de Synthèse 

報告書 
概略設計 

ソフト 
コピー 

Groupement Louis 
Berger 

2015 

10 

REALISATION D’ETUDES SPECIFIQUES 
DANS LE SECTEUR DES TRANSPORTS AU 
BENIN, LOT N°1 - SECTION 2: EETUDE DE 
LA ROCADE DE PORTO-NOVO 
Rapport de Synthèse 

報告書 
概略設計 

ソフト 
コピー 

Groupement Louis 
Berger 

2015 

11 

REALISATION D’ETUDES SPECIFIQUES 
DANS LE SECTEUR DES TRANSPORTS AU 
BENIN, LOT N°1 - SECTION 1 et SECTION 2: 
ETUDES ECONOMIQUES 

報告書 
経済調査 

ソフト 
コピー 

Groupement Louis 
Berger 

2015 



 

 
 

番号 名   称 
形  態 

図書・ビデオ 
地図･写真等 

オリジ
ナル・ 
コピー 

発行機関 
発行
年 

12 

RESEAU ROUTIER NATIONAL, Carte 
Générale du Bénin 
Le tracé des limites administratives figurant sur 
cette carte n'a aucune valeur juridique 

道路網地図 
ソフト 
コピー 

SBDR/DGSI/DGI 2018 

13 
Portant classement des voies d’intérêt 
économique, touristique ou stratégique 

図書 
交通量データ 

ソフト 
コピー 

PRESIDENCE DE LA 
REPUBLIQUE DU 

BENIN 
2018 

14 

AGENCE BENINOISE POUR 
L’ENVIRONNEMENT, GUIDE GÉNÉRAL DE 
RÉALISATION D’UNE 
ÉTUDE D’IMPACT SUR L’ENVIRONNE 

図書 
環境調査ガイ

ド 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DE 
L’ENVIRONNEMENT, 
DE L’HABITAT ET DE 

L’URBANISME 

2001 

15 LOI-CADRE SUR L’ENVIRONNEMENT 図書 
ソフト 
コピー 

PRESIDENCE DE LA 
REPUBLIQUE DU 

BENIN 
1999 

16 

PROJET DE FACILITATION DU COMMERCE 
ET DU TRANSPORT SUR LE CORRIDOR 
ABIDJAN-LAGOS 
PLAN D’ACTION DE REINSTALLATION DES 
PERSONNES AFFECTEES PAR LA 
RECONSTRUCTION DE LA RNIE1 TRONÇON 
GODOMEY-PAHOU （16,5 KILOMETRES）, 
Volume I : RAPPORT FINAL DES TRAVAUX 

図書 
住民移転 

ソフト 
コピー 

PRESIDENCE DE LA 
REPUBLIQUE DU 

BENIN 
2011 

17 

TRAVAUX D’AMENAGEMENT ET DE 
BITUMAGE DES ROUTES MISSESSINTO-
ZINVIE-SEDJEDENOU-ZE （32 KM） ; RNIE 1 
（COCOCODJI）-HEVIE-OUEDO （9 KM） ET 
OUEDO-CALAVI KPOTA （12 KM） 
REALISATION DES TRAVAUX DE 
DEPLACEMENT DES RESEAUX 
ELECTRIQUES 

図書 
電力線移設費 

ソフト 
コピー 

SBEE,SONEB,BIT - 

18 
Portant attibutions, organisation et 
fonctionnement du Ministère des Infrastructures et 
des Transports 

図書 
ｲﾝﾌﾗ省組織 

ソフト 
コピー 

PRESIDENCE DE LA 
REPUBLIQUE DU 

BENIN 
2016 

19 
Portant attibutions, organisation et 
fonctionnement de la Direction Général des 
Travaux Publics 

図書 
公共事業局省

組織 

ソフト 
コピー 

PRESIDENCE DE LA 
REPUBLIQUE DU 

BENIN 
2013 

20 
PROGRAMME D’URGENCE D’ENTRETIEN 
DU RESEAU ROUTIER NATIONAL 
Campagne 2009-2018 

報告書 
道路維持管理

計画 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
INFRASTRUCTURES 

ET DES 
TRANSPORTS  
（MIT） 

DIRECTION 
GENERALE DES 

INFRASTRUCTURES 

2018 

21 
CAHIER DES CHARGES FISCALES DES 
MARCHES PUBLICS ET AUTRES REGIMES 
D’EXCEPTION 

図書 
公共調達の税
務仕様 

ソフト 
コピー 

MINISTRES DES 
FINANCES 

1997 

22 

PORTANT CONTROLE DE L’OBLICATION 
D’ASSURANCE DES RISQUES DE LA 
CONSTRUCTION EN REPUBLIQUE DU 
BENIN 

図書 
建設リスク保
険の義務 

ソフト 
コピー 

MINSTERE DE 
L’ECONOMIQUE ET 

DES FINENCES 
2018 

      



 

 
 

番号 名   称 
形  態 

図書・ビデオ 
地図･写真等 

オリジ
ナル・ 
コピー 

発行機関 
発行
年 

23 
PROJET ASPHALTAGE – COTONOU 
PROGRAMME GLOBAL 

地図 
コトヌ市アスフ
ァルト化計画 

ソフト 
コピー 

MAITRE 
D’OUVRAGE: 

MINISTERE DU 
CADRE DE VIE ET 

DU 
DEVELOPPEMENT 

DURABLE 
（MCVDD） 

- 

24 

PROJET DE REHABILITATION ET 
D’AMENAGEMENT DES VOIRIES DE 
PRIMAIRES, SECONDAIRE ET TERTIAIRE 
DANS LES VILLES 

図面 
コトヌ市アスフ
ァルト化計画 

ソフト 
コピー 

République 
Française ; Ministére de 

la Coopération et du 
Développement 

- 

25 TRAFIC DU PORT DE COTONOU : 2012-2017 統計データ 
ソフト 
コピー 

Port Autonome de 
Cotonou, Direction 
Commerciale et du 

Marketing 

2017 

26 

REALISATION D’ETUDES SPECIFIQUES 
DANS LE SECTEUR DES TRANSPORTS AU 
BENIN 
LOT N°2 –Etudes stratégiques du réseau routier 
classé et de la ville de Cotonou 

報告書 ソフト 
コピー 

Groupement Louis 
Berger 

MINISTERE DES 
INFRASTRUCTURES 

ET DES 
TRANSPORTS 
DIRECTION 

GENERALE DES 
INFRASTRUCTURES 

2015 

27 
EVOLUTION DES RESSOURCES ET DES 
EMPLOIS DU FONDS ROUTIERS DE 2012 A 
2018 

維持管理基金
資金 

ソフト 
コピー 

FOND ROUTIER 2018 

28 
Renforcement et réhabilitation su réseau de 
distribution d’électricité regional et à 
CotoFOLIOu: conception, supervision et suivi. 

図面 
電力線配電計

画図 

ソフト 
コピー 

MCAII 2018 

29 
PROFIL INSTITUTIONNEL DE 
L’ENVIRONNEMENT 
DU BENIN 

図書 
ベナン環境制

度 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DE 
L’ENVIRONNEMENT, 
DE L’HABITAT ET DE 

L’URBANISME 

1998 

30 
PLAN DE DEVELOPPEMENT COMMUNAL 
Deuxième Génération 2018 - 2022  

図書 
コトヌ市開発

計画 

ソフトコ
ピー 

COMMUNE DE 
COTONOU 

2017 

31 Code de la route 道路法 
ソフト 
コピー 

- 2019 

32 Plan d’Investissements du Port, l’espace portuaire 
et les gros travaux 

図書 
港湾投資計画 

ソフト 
コピ
ー、
PPT 

Directeur Général 
（Joris Thys） et 

Directeur Technique 
（Jan De Voght） ,Port 
Autonome de Cotonou 

2015 

33 
CONSTRUCTION DU NOUVEL AEROPORT 
INTERNATIONAL DE GLO-DJIGBE 

平面図 
新空港計画 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
INFRASTRUCTURE 

ET DES 
TRANSPORTS 

- 

34 
STATISTIQUES DE JANVIER 2018 A 
JANVIER 2019 Evolution du trafic routier 

交通量データ
（料金所） 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
INFRASTRUCTURES 

ET DES 
TRANSPORTS 

2019 

      



 

 
 

番号 名   称 
形  態 

図書・ビデオ 
地図･写真等 

オリジ
ナル・ 
コピー 

発行機関 
発行
年 

35 
PROGRAMME D’ASSAINISSEMENT 
PLUVIAL DE LA VILLE DE COTONOU 

図書 
コトヌ市雨水
排水計画 

ソフト 
コピー 

PRESIDENCE DE LA 
REPUBLIQUE DU 

BENIN 
- 

36 
Prise en charge des frais de déplacement des 
réseaux lors de travaux routiers 

図書 
道路工事中に
おける移設費

用 

ソフト 
コピー 

CLUB D'ÉCHANGÉ 
D'EXPERIENCES 
SUR LES ROUTES 
DEPARTEMENTALES 

1993 

37 Données de Pluie 
データ 

降雨データ 
ソフト 
コピー 

COTONOU_AEROPO
RT 

- 

38 
LES REGIMES D’EXCEPTION DE LA 
MISSION FISCALE EN 10 POINTS 

図書 
ソフト 
コピー 

MINISTERE DE 
L’ECONOMIE ET 
DES FINANCES 

2017 

39 
L’organigramme du Ministère de l’Energie, de 
L’Eau et des Mines （MEEM） 

エネルギー省
組織図 

ソフト 
コピー 

Ministère de l’Energie, 
de L’Eau et des Mines 

（MEEM） 
- 

40 
PORTANT CATEGORISATION DES 
ENTREPRISES DU BATIMENT ET DES 
TRAVAUX PUBLICS 

施工業者カテ
ゴリ 

ソフト 
コピー 

MINISTERE DU 
CADRE DE VIE ET 

DU 
DEVELOPPEMENT 

DURABLE 

2018 

41 DESCRIPTION DES POSTES ET PROFILS 
国家道路安全
センター組織 

ソフト 
コピー 

CENTRE NATIONAL 
DE SECURITE 

ROUTIERE （（CNSR） 
2015 

42 潮位データ 2011-2019 データ 
ソフト 
コピー 

Port Autonome de 
Cotonou 

2019 

43 

DOCUMENT DE PRESENTATION DU PROJET 
DE BUDGET 2020 A LA COMMISSION 
BUDGETAIRE DE L’ASSEMBLEE 
NATIONNALE 

予算 2020 ソフト 
コピー 

MINISTERE DES 
INFRASTRUCTURES 

ET DES 
TRANSPORTS 

2019 

44 

Études d'aménagement du Contournement Nord-
Est et des berges de la lagune de Cotonou puis 
l'assistance au Maitre d'Ouvrage pour le 
recrutement d'un concessionnaire （Trafic, 
Géotechnique, Ouvrages d'Ar） 

報告書 
北バイパス 

ソフト 
コピー 

Egis,  
MINISTERE DES 

INFRASTRUCTURES 
ET DES 

TRANSPORTS 

2018 

出典：JICA調査団 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

資料 5. 討議議事録（M/D）



 

 
 

 

 

 

 

 

資料 5-1. 第 1 回 英文（正）

















































































































 

 
 

 

 

 

 

 

資料 5-2. 第 2 回 英文（正）





























 

 
 

 

 

 

 

 

資料 5-3. 第 3 回 英文（正）
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